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評価書様式 
様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
評価対象事業年度 年度評価 平成２８年度（第３期） 

中期目標期間 平成２５～２９年度 
 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 国土交通大臣  
 法人所管部局 鉄道局、海事局、総合政策局 担当課、責任者 鉄道事業課 石原課長、総務課企画室 小野室長、交通支援課 杉山課長 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 斉藤政策評価官 
主務大臣  
 法人所管部局  担当課、責任者  
 評価点検部局  担当課、責任者  
 
３．評価の実施に関する事項 
・平成２９年６月２１日～２８日：外部有識者４名から意見聴取を実施。 

・同年７月４日：理事長、監事ヒアリングを実施。 
 
４．その他評価に関する重要事項 
 特になし。 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ｂ：中期目標における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

Ｂ Ｂ Ｂ   
評定に至った理由 項目別評定は一部がＡであるものの、全般的にはＢ評定が大多数を占めており、また全体の評定を引き下げる事象もなかったため、国土交通省等の評価基準に基づきＢとした。 
 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、全体として順調な組織運営が行われていると評価する。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
特になし。 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
特になし。 

その他改善事項 特になし。 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
特になし。 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 特になし。 

その他特記事項 （外部有識者からの意見） 
・整備新幹線整備事業については、新幹線開業レベルの成果はないが、それに向けた工事の着実な進捗状況は評価できる。 
・船舶共有建造業務については、とりわけ、未収金発生率と未収金残高につき、計画を上回る成果がみられており、高く評価できる。 
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業務実績等報告書様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 
 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別

調書№ 
備考 
  ２５

年度 
２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
２９

年度 
  ２５

年度 
２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
２９

年度 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  
 整備新幹線整備事業 Ａ Ａ Ａ Ｂ  1.(1)①    組織の見直し Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  2.(1)  

都市鉄道利便増進事業等 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  1.(1)②    経費・事業費の削減 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  2.(2)  
鉄道建設業務に関する技術力を

活用した受託業務等の支援 Ｓ Ｂ Ｂ Ｂ  1.(1)③    調達等合理化の取組 

(～H26 年度「随意契約の見直し」) 
Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ  2.(3) 

 

鉄道建設に係る業務の質の向上

に向けた取組み Ｓ Ｂ Ｂ Ｂ  1.(1)④    資産の有効活用 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  2.(4) 

 

我が国鉄道技術の海外展開に向

けた取組みに対する技術協力 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  
1.(1)⑤           

 

 鉄道施設の貸付・譲渡の業務等 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  1.(2)            
鉄道助成業務 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  1.(3)            
中央新幹線建設資金貸付等業務    Ｂ  1.(4)   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 
船舶共有建造業務を通じた政策

効果のより高い船舶の代替建造

促進 
Ｓ Ｂ Ｂ Ｂ  1.(5)① 

   予算、収支計画及び資金計画 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  3.(1) 

 

船舶建造等における技術支援 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  

1.(5)②    財務内容の改善（円滑な資金調達と

確実な貸付金の回収） Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  3.(2)  

 船舶共有建造業務における財務

内容の改善 Ｓ Ａ Ａ Ａ  
1.(5)③    短期借入金の限度額 

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  4.  

 地域公共交通出資等業務   Ｂ Ｂ  1.(6)            
年金費用等の支払及び資産処分

の円滑な実施等 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  1.(7)①            

旅客鉄道株式会社等の経営自立

のための措置等 
Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  1.(7)②            

         Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 
           内部統制の充実・強化 

Ｃ Ｂ Ｂ 

Ｂ  5.(1)①  
           情報セキュリティ対策の推進 Ｂ  5.(1)②  
           情報公開の推進 Ｂ  5.(1)③  
           環境への配慮 Ｂ  5.(1)④  
           人事に関する計画 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ  5.(2)  
※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 
【注意】評価については、Ｈ２５年度はＳＳ・Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ、Ｈ２６年度～はＳ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５段階評価  
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（１）① 整備新幹線整備事業 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅵ 国際競争力、観光交流、広域・地域官連携等の確

保・強化  

施策目標 ２３ 整備新幹線の整備を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第１

３条第１項第１号、第２号及び第１０号 

・全国新幹線鉄道整備法（昭和４５年法律第７１号） 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 858,520,362 842,968,601 753,766,003 782,555,777  
         決算額（千円） 855,409,670 818,624,036 734,811,517 747,390,864  

         経常費用（千円） 418,854,716 345,291,749 360,827,806 376,066,640  
         経常利益（千円） 867,968 949,622 713,656 414,464  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
84,799,943 86,904,633 130,286,139 140,214,620 

 

         従事人員数 1,466 1,459 1,454 1,449  
注）・当報告書の１．（１）及び（２）が含まれる建設勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）鉄道建設等業務 

 機構は、公的資金に

よる鉄道建設事業を行

っており、これを実現

するため、調査・計画

の作成から地方公共団

体等関係機関との円滑

な協議・調整、用地取

得交渉、各種構造物の

設計・施工までの業務

を一貫して実施するな

ど、鉄道建設業務に関

（１）鉄道建設等業務 

機構は、鉄道建設業

務に関する総合的な

マネジメントを行え

る我が国唯一の公的

な整備主体として、国

民生活の向上や経済

社会の発展、地球環境

にやさしい交通ネッ

トワークの構築に資

する良質な鉄道を所

定の工期内に安全に

（１）鉄道建設等業務 

 

①整備新幹線整備事

業 

建設中の新幹線の

各線について、工事完

成予定時期を踏まえ、

事業の着実な進捗を

図る。 

北海道新幹線（新函

館北斗・札幌間）につ

いては、用地取得を進

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における

所期の目標を達成し

ているかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

 建設中の新幹線の

各線について、工事完

成予定時期を踏まえ、

事業の着実な進捗を

図った。北海道新幹線

（新函館北斗・札幌

間）については、用地

取得を進めるととも

に、工事実施に向けた

準備及びトンネルの

路盤工事を着実に推

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における

所期の目標を達成してい

ると認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・社会情勢等の変化に伴

う建設コストの上昇や労

働力不足等工事の進捗に

影響する不確定要素につ

いて、関係者間で十分な

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 建設中の新幹線の各線について、工事完成予定時期を踏まえ、事業の着実な

進捗を図った。 

北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）については、用地取得を進めるととも

に、工事実施に向けた準備及びトンネルの路盤工事を着実に推進した。 

北陸新幹線（金沢・敦賀間）及び九州新幹線（武雄温泉・長崎間）について

は、用地取得を進めるとともに、トンネル、橋りょう、高架橋等の路盤工事を

着実に推進した。 

また、整備新幹線の工事の進捗状況をホームページで公表した。 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 
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する総合的なマネジメ

ントを行える我が国唯

一の公的な整備主体で

ある。このため、良質

な鉄道を経済的に安全

にかつ所定の工期どお

りに建設することが重

要な目的であるとの認

識に基づき、これらの

実施に当たっては、環

境保全、都市計画との

整合等鉄道建設に関わ

る課題へ適切に対応す

るとともに、技術力の

向上、技術開発の推進

と公表、鉄道建設に係

る総合的なコスト構造

改善、工事関係事故防

止に係る啓発活動を通

じた鉄道建設の業務の

質の確保を図りつつ、

新幹線の建設、都市鉄

道利便増進事業、民鉄

線及び受託事業等にお

ける所要の業務を推進

する。 

 

①工事完成予定時期を

踏まえた事業の着実な

進捗 

新幹線の建設や都市

鉄道利便増進事業等に

ついて、工事完成予定

時期を踏まえ、着実な

進捗を図る。また、新

幹線の建設に係る進捗

状況について、公表す

る。 

かつ経済的に建設す

ることを推進する。こ

れらの実施に当たっ

ては、環境保全、都市

計画との整合等鉄道

建設に関わる課題へ

適切に対応するとと

もに、技術力の向上、

技術開発の推進と公

表、鉄道建設に係る総

合的なコスト構造改

善、工事関係事故防止

に係る啓発活動を通

じた鉄道建設の業務

の質の確保を図りつ

つ、整備新幹線整備事

業、都市鉄道利便増進

事業、民鉄線及び受託

事業等における所要

の業務を遂行する。 

 

①整備新幹線整備事

業 

高速輸送体系の形

成が国土の総合的か

つ普遍的開発に果た

す役割の重要性にか

んがみ、新幹線鉄道に

よる全国的な鉄道網

の整備を図り、もって

国民経済の発展及び

国民生活領域の拡大

並びに地域の振興に

資することを目的と

して、事業の着実な進

捗を図り、北陸新幹線

（長野・金沢間）は平

成２６年度末、北海道

新幹線（新青森・新函

館北斗間）は平成２７

年度末までに鉄道施

めるとともに、工事実

施に向けた準備及び

トンネルの路盤工事

を着実に推進する。 

北陸新幹線（金沢・

敦賀間）及び九州新幹

線（武雄温泉・長崎間）

については、用地取得

を進めるとともに、ト

ンネル、橋りょう、高

架橋等の路盤工事を

着実に推進する。 

また、整備新幹線の

工事の進捗状況につ

いては、ホームページ

で公表する。 

進した。北陸新幹線

（金沢・敦賀間）及び

九州新幹線（武雄温

泉・長崎間）について

は、用地取得を進める

とともに、トンネル、

橋りょう、高架橋等の

路盤工事を着実に推

進した。 

また、整備新幹線の

工事の進捗状況をホ

ームページで公表し

た。 

情報共有を行うことによ

り、確実に事業を進めて

いく。また、現在整備中

の３線区については、平

成２７年１月の政府・与

党申合せにおいて、沿線

自治体の最大限の取組を

前提に、完成・開業時期

の前倒しを図ることとさ

れていることから、用地

取得の早期完了、トンネ

ル掘削土の受入れ地の確

保などの課題について、

沿線自治体及び関係者と

の調整を進め対応してい

く。 

 

＜業務運営上の課題＞ 

 今後も、開業予定時期を踏まえ、関係者間で十分に連携しつつ、適切に事業

を実施していくことが必要。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・新幹線開業レベルの成果はないが、それに向けた工事の着実な進捗状況は評

価できる。 
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設を完成させる。北海

道新幹線（新函館北

斗・札幌間）、北陸新

幹線（金沢・敦賀間）

及び九州新幹線（武雄

温泉・長崎間）につい

て、工事完成予定時期

を踏まえ、建設工事等

の業務を着実に推進

する。 

また、整備新幹線の

工事の進捗状況につ

いては、ホームページ

等で公表する。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（１）② 都市鉄道利便増進事業等 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅷ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施策目標 ２６ 鉄道網を充実活性化させる 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
１．神奈川東部方面線 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第

１３条第１項第５号 

・都市鉄道等利便増進法（平成１７年法律第４１号） 

・鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号） 

２．民鉄線 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第

１３条第１項第５号及び同附則第１１条第４項 

・鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号） 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 858,520,362 842,968,601 753,766,003 782,555,777  
         決算額（千円） 855,409,670 818,624,036 734,811,517 747,390,864  

         経常費用（千円） 418,854,716 345,291,749 360,827,806 376,066,640  
         経常利益（千円） 867,968 949,622 713,656 414,464  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
84,799,943 86,904,633 130,286,139 140,214,620 

 

         従事人員数 1,466 1,459 1,454 1,449  
注）・当報告書の１．（１）及び（２）が含まれる建設勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）鉄道建設等業務 

機構は、公的資金に

よる鉄道建設事業を行

っており、これを実現

するため、調査・計画

の作成から地方公共団

体等関係機関との円滑

な協議・調整、用地取

得交渉、各種構造物の

設計・施工までの業務

を一貫して実施するな

ど、鉄道建設業務に関

する総合的なマネジメ

ントを行える我が国唯

一の公的な整備主体で

ある。このため、良質

な鉄道を経済的に安全

にかつ所定の工期どお

りに建設することが重

要な目的であるとの認

識に基づき、これらの

実施に当たっては、環

境保全、都市計画との

整合等鉄道建設に関わ

る課題へ適切に対応す

るとともに、技術力の

向上、技術開発の推進

と公表、鉄道建設に係

る総合的なコスト構造

改善、工事関係事故防

止に係る啓発活動を通

じた鉄道建設の業務の

質の確保を図りつつ、

新幹線の建設、都市鉄

道利便増進事業、民鉄

線及び受託事業等にお

ける所要の業務を推進

する。 

②都市鉄道利便増

進事業等 

機構が公的資金

で鉄道を整備し、

完成後に保有、鉄

道事業者は、受益

に応じた施設使用

料にて営業する公

設民営の考え方に

基づき実施する都

市鉄道利便増進事

業の神奈川東部方

面線（相鉄・ＪＲ

直通線、相鉄・東

急直通線）は、完

成予定時期を踏ま

え、公的整備主体

として関係機関と

の連携・調整を図

り、建設工事等の

業務を着実に推進

する。 

また、民鉄線の

小田急小田原線の

大改良工事は、安

全かつ着実な事業

の推進のため関係

者との連携を図り

ながら、必要な予

算確保等の処置を

講じ、工事完成予

定時期を踏まえ、

着実に推進する。 

 

②都市鉄道利便増

進事業等 

神奈川東部方面

線（相鉄・ＪＲ直

通線、相鉄・東急

直通線）について

は、関係機関との

連携・調整及び用

地取得を進めると

ともに、羽沢駅（仮

称）、新横浜駅（仮

称）、新綱島駅（仮

称）、羽沢トンネ

ル、新横浜トンネ

ル等の工事を着実

に推進する。 

民鉄線工事の小

田急小田原線につ

いては、安全かつ

着実な事業の推進

のため、工程調整

等関係機関との連

携・調整を図りな

がら、必要な予算

確保等の処置を講

じ、工事完成予定

時期を踏まえ、着

実に推進する。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

１．神奈川東部方面線 

相鉄・ＪＲ直通線区間

については、関係機関と

の協議を進めるととも

に、トンネル構築工事の

推進や軌道工事に着手す

る等、路盤工事及び設備

工事の着実な進捗を図っ

た。相鉄・東急直通線区

間については、用地取得

を進めるとともに、トン

ネル構築工事や開削駅工

事を推進する等、路盤工

事の着実な進捗を図っ

た。 

２．民鉄線 

 小田急小田原線につい

ては、複々線化に向けて、

緩行線部の工事及び交差

する京王井の頭線の機能

復旧工事等を実施し、事

業の着実な推進を図っ

た。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：都市鉄道利便増進事業

の神奈川東部方面線の速達性

向上計画は、社会経済情勢等

の変化及び想定できなかった

現地状況に対応するため、工

期・事業費を見直し、平成２

９年３月１３日付けで変更さ

れた。変更認定を受けるに当

たっては、工期延伸、事業費

増嵩に関する事項だけではな

く、最新のトンネル工法の採

用、掘削機械設備の再利用、

駅土留め（鋼製連続壁）の本

体利用などによるコスト縮減

に関する説明に加え、発生土

受入先の協議や地元・関係者

との協議経緯などを国・自治

体・鉄道事業者等関係者に対

し説明し、協議・調整を行っ

た。これらの取り組みの結果、

現時点における本事業の適切

な工期と事業費に対する理解

が得られ、認定変更の合意に

至ることができた。この変更

認定が整ったことにより、執

行中の工事の中止など、事業

の大きな停滞を回避すること

ができ、平成２８年度の同事

業は、見直した工程・事業費

の管理に取り組んだことで、

計画した工事を着実に進める

ことができた。 

民鉄線の小田急小田原線の

大改良工事についても、計画

どおり着実に進めることがで

きた。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
「神奈川東部方面線」事業について、平成２８年８月に事業費の増加及

び開業時期の遅れについて公表されたが、事業費の増加については、昨今

の建設需要増大等を背景とした建設物価の高騰、地質調査の結果を踏まえ

た工法変更等、やむを得ない事由により事業費が増額となり、また、開業

時期の遅れについては、安全対策設備の検討に時間を要したことや、当初

の想定を超えて地質が軟弱で補助工法が必要となったことが原因であり、

社会情勢の変化や想定できなかった現地状況に対応するため、機構は、最

新のトンネル工法の採用、掘削設備の再利用を図るほか、発生土受け入れ

先の確保などコスト削減を図り、地元・関係者との粘り強い協議を行うこ

とで適切な事業費・工期の合意に至り、これを踏まえ着実に建設工事を行

っている。平成２８年度は西谷駅、羽沢駅等の掘削工事等や羽沢トンネル

工事を進めているなど、事業を着実に進めた。 

また、民鉄線の小田急小田原線の大改良工事についても、計画通り着実

に進めた。 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとし

てＢとしたもの。 

 
＜業務運営上の課題＞ 
 今後も、新たな完成予定時期を踏まえ、工程・事業費の管理を徹底しつ

つ、事業を適切に進めることが必要。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・工事計画の遅れがみられることは残念だが、予期できない現地状況への

対応によって変更された事業計画に基づいて、工事の着実な進捗を図って

いることは評価できる。 
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①工事完成予定時期を

踏まえた事業の着実な

進捗 

新幹線の建設や都市

鉄道利便増進事業等に

ついて、工事完成予定

時期を踏まえ、着実な

進捗を図る。また、新

幹線の建設に係る進捗

状況について、公表す

る。 

以上の理由により、都市鉄

道利便増進事業等について

は、Ｂ評価とした。 

 

＜課題と対応＞ 

相鉄・ＪＲ直通線区間につ

いては、本線にかかる用地の

取得が難航したことや、安全

対策設備の検討に時間を要し

たため、開業時期が平成３０

年度から平成３１年度下期へ

の変更が必要となり、また、

相鉄・東急直通線区間につい

ては、本線にかかる用地の取

得が難航したことや、調査の

結果、当初の想定よりも地質

が軟弱で補助工法が必要とな

ったことなどにより開業時期

が平成３１年度から平成３４

年度下期への変更が必要とな

った。 

また、昨今の建設需要増大

等を背景とした建設物価の高

騰、土壌汚染対策法の変更を

はじめとする法令改正、地質

調査の結果を踏まえた工法変

更等があり、建設費の増額が

必要となり、平成２８年度に

速達性向上計画の変更認定を

受けた。今後の工事の実施に

ついては新たな開業時期に向

け関係者との調整を十分行

い、一日も早い開業を目指し、

工程の管理に努めるととも

に、コスト縮減に最大限努力

を払いつつ事業を進める。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（１）③ 鉄道建設に関する技術力を活用した受託業務等の支援 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅷ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施策目標 ２６ 鉄道網を充実活性化させる 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
[受託業務] 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第

１３条第１項及び第３項 

・鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号） 

[鉄道分野の技術力を活用した支援] 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第

１３条第３項第２号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 858,520,362 842,968,601 753,766,003 782,555,777  
         決算額（千円） 855,409,670 818,624,036 734,811,517 747,390,864  

         経常費用（千円） 418,854,716 345,291,749 360,827,806 376,066,640  
         経常利益（千円） 867,968 949,622 713,656 414,464  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
84,799,943 86,904,633 130,286,139 140,214,620  

         従事人員数 1,466 1,459 1,454 1,449  
注）・当報告書の１．（１）及び（２）が含まれる建設勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ②鉄道建設業務

に関する技術力

を活用した受託

業務等の支援 

機構が有する

鉄道分野の技術

力、調査能力を

広く総合的に活

用した鉄道建設

に係る受託業務

等及び地域鉄道

事業者等への技

術支援等を実施

する。また、受

託 工 事に つい

て、工事完成予

定 時 期を 踏ま

え、着実な進捗

を図る。なお、

機構の支援が真

に必要な場合の

みに実施するこ

とを担保するた

めに第三者委員

会において策定

した具体的な基

準を適切に運用

するとともに、

受託工事に係る

コスト縮減の状

況等について検

証を行い、その

結果について公

表する。 

 

③鉄道建設業務に関す

る技術力を活用した受

託業務等の支援 

機構が有する総合的

技術力、中立性を活か

して社会に貢献する観

点から、受託工事につ

いて、工事完成予定時

期を踏まえ、着実に推

進する。受託調査につ

いては、国土交通省の

関連施策との連携を図

りつつ、地方公共団体

や鉄道事業者等からの

要請を踏まえ、鉄道計

画に関する調査の支援

を実施する。 

なお、鉄道事業者か

ら新たな工事の受託要

請があった場合は、外

部有識者からなる「鉄

道工事受託審議委員

会」において審議し、

同委員会の意見を踏ま

えながら、受託の可否

について決定する。ま

た、受託工事に係るコ

スト縮減について、同

委員会において随時検

証し、その結果をホー

ムページ等で公表す

る。 

さらに、大規模災害

等の発生時においても

これまでの復旧・復興

支援の経験を活かし、

国や地方公共団体等か

らの要請があった場合

③鉄道建設業務に

関する技術力を活

用した受託業務等

の支援 

受託工事各線に

ついて、所定の工期

内で完成できるよ

う着実な進捗を図

る。 

特に、えちぜん鉄

道については、連続

立体交差事業に伴

う高架化工事を着

実に推進する。 

中央新幹線につ

いては、関係機関と

の連携・調整を行

う。 

また、鉄道事業

者、地方公共団体等

からの要請に対応

し、鉄道整備の計画

に関する調査を実

施する。 

なお、新たな工事

の受託要請があっ

た場合は、外部有識

者からなる「鉄道工

事受託審議委員会」

において審議し、同

委員会の意見を踏

まえながら、受託の

可否について決定

する。 

鉄道事業者、地方

公共団体との情報

交換等の機会を捉

え、鉄道施設の保

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

［受託業務］ 

１．えちぜん鉄道 

連続立体交差事業に伴

う計画線の土木工事を着

実に推進し、建築、電気

及び軌道工事に着手し

た。 

２．つくばエクスプレス

線 

 車両基地入出庫線複線

化工事を完成させ、平成

２９年３月に首都圏新都

市鉄道(株)に施設を引き

渡した。 

３．中央新幹線 

関係機関との連携・調

整を図りながら、事業を

着実に推進した。 

４．調査 

平成２８年度は、２件

の鉄道整備の計画に関す

る調査等を実施した。 

 

［鉄道分野の技術力を活

用した支援］ 

鉄道事業者等からの要

請を踏まえ、「鉄道ホーム

ドクター制度」を通じ、

鉄道施設の補修等に関わ

る資料提供、アドバイス

等の技術的な支援を行っ

た（１６件）。 

また、鉄道事業者に対

し、「交通計画支援システ

ム（ＧＲＡＰＥ）」を活用

した鉄道沿線の人口分布

等の分析資料を提供する

＜評定と根拠＞ 

［受託業務］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・社会情勢等の変化に伴う

建設コストの上昇や労働力

不足等工事の進捗に影響す

る不確定要素について、関

係者間で十分な情報共有を

行うことにより、確実に事

業を進めていく。 

 

［鉄道分野の技術力を活用

した支援］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

平成２８年度の目標である受託工事のうち、えちぜん鉄道については、予定

通り連続立体交差事業に伴う計画線の土木工事を着実に推進し、必要な設備工

事（建築、電気及び軌道工事）については全て発注し着手した。 

つくばエクスプレス線については、予定通り車両基地入出庫線複線化工事を

完成し、平成２９年３月に首都圏新都市鉄道(株)に施設を引き渡した。 

中央新幹線については、関係機関との連携・調整を図りながら、工事に順次

着手した。 

鉄道分野の技術力を活用した支援については、鉄道事業者等からの要請を踏

まえ、「鉄道ホームドクター制度」を通じ、鉄道施設の補修等に関わる資料提

供、アドバイス等の技術的な支援を行うとともに、「交通計画支援システム（Ｇ

ＲＡＰＥ）」を活用した鉄道沿線の人口分布等の分析資料を提供した。 

さらに、機構が主催する「地方鉄道支援に関する情報交換会」及び鉄道協会

等が主催する各種会議において、支援事業の取組み状況等の情報交換や機構の

技術的支援の情報発信を実施し、鉄道ホームドクター制度の一層の利用促進を

図った。 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・着実な業務の進捗がみられる。 
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は、その支援等に積極

的に取り組む。 

また、機構がこれま

でに培ってきた鉄道分

野の総合的な技術力を

活用して、地域鉄道事

業者等へ技術支援を実

施する。 

具体的には、「鉄道ホ

ームドクター制度」と

して、地域鉄道事業者

等の要請に応じて、そ

の鉄道施設の保全・改

修等に係る技術的な事

項について、適切かつ

極力きめ細やかに助言

するとともに、地域鉄

道事業者、地方公共団

体等の要請に応じて、

鉄道施設等に係る技術

的な情報の提供等、地

域における交通計画の

策定等に資する支援を

実施する。 

さらに、地域鉄道事

業者、地方公共団体及

び国土交通省等の地域

鉄道に係わる諸機関と

緊密に連携して、機構

の技術支援に係る情報

を発信し、その一層の

利用を促進する。 

全・改修、交通計画

策定等に関するニ

ーズを把握し、関係

諸機関との連携強

化を図りつつ、鉄道

ホームドクター制

度として、鉄道構造

物の補修等に係る

アドバイス、地域に

おける交通計画の

検討、分析、評価等

に資する機構の支

援システム（ＧＲＡ

ＰＥ）を活用した支

援等を適切かつき

め細やかに実施す

る。 

さらに、地域鉄道

に関係する諸機関

と緊密に連携して、

このような機構の

技術的支援に係る

情報を発信し、その

一層の利用を促進

する。 

とともに、鉄道助成に関

する資料を提供した（１

６件）。 

さらに、機構が主催す

る「地方鉄道支援に関す

る情報交換会」及び鉄道

協会等が主催する各種会

議において、支援事業の

取組み状況等の情報交換

や機構の技術的支援の情

報発信を実施し、鉄道ホ

ームドクター制度の一層

の利用促進を図った。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（１）④ 鉄道建設に係る業務の質の向上に向けた取組み 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅷ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

施策目標 ２６ 鉄道網を充実活性化させる 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
[品質の向上][技術開発の推進][開発成果の公表] 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第

１３条第１項第１号、第２号及び第１０号 

[工事関係事故防止活動の推進] 

・労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号） 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
（品質の向上）（技術開発の推進）（開発成果の公表）（鉄道建設コストの縮減）（工事関係事故防止活動の推進） 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 858,520,362 842,968,601 753,766,003 782,555,777  
         決算額（千円） 855,409,670 818,624,036 734,811,517 747,390,864  

         経常費用（千円） 418,854,716 345,291,749 360,827,806 376,066,640  
         経常利益（千円） 867,968 949,622 713,656 414,464  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
84,799,943 86,904,633 130,286,139 140,214,620  

         従事人員数 1,466 1,459 1,454 1,449  
注）・当報告書の１．（１）及び（２）が含まれる建設勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ③鉄道建設に係る

業務の質の向上に

向けた取組み 

鉄道建設に係る

業務について、経済

性を確保しながら

品質の維持・一層の

向上を図るととも

に、安全にかつ工期

④鉄道建設に係る

業務の質の向上に

向けた取組み 

良質な鉄道を建

設するために、必要

に応じて技術基準

類の整備と工事の

検査を充実させる

対策を進め、品質管

④鉄道建設に係る

業務の質の向上に

向けた取組み 

工事の検査を充

実させる対策を進

めるとともに、構造

物の品質を確保し

つつ、施工性、経済

性の向上を図るた

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

＜主要な業務実績＞ 

［品質の向上］ 

鉄道建設に係る技術基

準類（１０件）の制定・

改定作業を実施し、関係

者に周知・徹底した。 

また、経験年数を踏ま

えた段階的な技術系統別

の研修や施工監理講習を

＜評定と根拠＞ 

［品質の向上］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における

所期の目標を達成してい

ると認められるため。 

 

［技術開発の推進］ 

評定：Ａ 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

平成２８年度の目標である品質の向上に向けた取組みとして、鉄道建設に係る                                                                        

技術基準類の制定・改定作業を実施し、制定・改定が済んだものは、関係者に周

知・徹底し、経験年数を踏まえた段階的な技術系統別の研修や施工監理講習を引

き続き計画・実施するとともに、業務に関連する資格取得の促進を図った。 

各路線のニーズに基づき、調査、土木、設備の業務分野ごとに、技術開発を推

進した。具体的には、新たに７件のテーマに取り組むとともに、平成２７年度か

らの継続テーマと合わせて２２件の技術開発を計画的に実施し、機構が行った事
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どおりに建設する

ため、以下の取組み

を推進する。 

まず、施工管理の

徹底や職員の技術

力向上のための取

組み等を通じて、経

済性を確保しなが

ら品質の維持・一層

の向上を図る。 

また、良質な鉄道

を経済的に安全に

かつ工期どおりに

建設する能力を高

める観点から、一層

高度な技術の開発

を推進するととも

に、その成果につい

て積極的な広報及

び効果的な活用に

努める。 

さらに、鉄道建設

コストについて、建

設後の安全性確保

を前提として、国の

公共事業コスト構

造改善の趣旨を踏

まえて実施してい

るコスト縮減策の

効果を検証した上

で、一層の縮減に努

めるとともに、その

取組み・効果をホー

ムページ等国民に

分かりやすい形で

公表する。 

また、鉄道建設工

事に当たっては、工

事の安全性の維

持・向上を目指し、

工事発注機関とし

理・施工監理につい

て徹底を図るとと

もに、鉄道建設業務

の遂行に必要な技

術力の向上及び承

継のために、講習や

資格取得の支援等

を通じて、持続的な

業務の質の向上に

努める。 

また、これまでに

蓄積してきた施工

経験を基に、各業務

分野において事業

を推進する過程で

必要となる調査、設

計、施工技術の開

発・改良に係る技術

開発を推進し、その

成果を鉄道建設業

務に活用するとと

もに、建設技術に係

る各種学会等へ積

極的に参加して、そ

の発表会等を通じ

て公表していく。 

さらに、国の公共

事業コスト構造改

善の趣旨を踏まえ

つつ、現在実施して

いる総合コスト構

造改善策の効果を

検証した上で、技術

開発等により、一層

の鉄道建設コスト

縮減に努めるとと

もに、コスト縮減の

取組み・効果につい

ては、引き続きホー

ムページ等国民に

分かりやすい形で

め「ＧＲＳ一体橋梁

設計施工の手引き」

等の各種技術基準

類の整備に係る作

業を進め、その内容

について講習会等

を通じて関係者に

周知・徹底する。 

また、鉄道建設に

必要な技術力の向

上及び承継のため

に、施工監理講習及

び経験年数を踏ま

えた段階的な技術

系統別の研修を実

施するとともに、業

務に関連する技術

士等の資格の取得

を促進する。 

鉄道建設工事の

進捗を踏まえ、技術

開発テーマの抽出

から成果の活用に

至るまで一貫して

推進するため、土木

（トンネル、橋りょ

う、土構造）、軌道、

機械、建築、電気の

業務分野ごとに設

置している分科会

において、各路線に

係るニーズに基づ

き計画的に技術開

発を推進する。ま

た、その成果の一層

の活用を図るため、

技術開発が完了し

たテーマについて

継続的にフォロー

アップする。さら

に、土木学会等の委

いるかどうか等。 引き続き計画・実施した。 

業務に関連する資格取

得について、既資格取得

者による指導等の支援を

継続して実施し、業務に

関連する技術士等の資格

取得を促進した。 

 

［技術開発の推進］ 

 一層の品質向上とコス

ト縮減等を図るため、各

路線のニーズに基づき、

調査、土木（山岳トンネ

ル、都市トンネル、橋り

ょう、土構造）、設備（軌

道、機械、建築、電気）

の業務分野ごとに、技術

開発を推進した。平成２

８年度は、新たに７件の

テーマに取り組むととも

に、平成２７年度からの

継続テーマと合わせて２

２件の技術開発を計画的

に実施した。また、技術

開発テーマにおける成果

の活用も行った。さらに、

機構が行った事業や開発

した技術に対して、土木

学会技術賞や鉄道建築協

会賞をはじめ様々な賞を

受賞した。 

 

［開発成果の公表］ 

 鉄道分野を中心とした

技術の発展に貢献するた

め、機構職員が(公社)土

木学会をはじめとする学

会等の各種委員会に広く

参加した。これにより、

学会等の技術基準類（土

木学会トンネル標準示方

根拠：中期計画における

所期の目標を達成してい

ることに加え、土木学会

技術賞など基幹学会の高

い位置づけの賞を複数受

賞し、技術の普及・向上

に貢献したため。 

 

［開発成果の公表］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における

所期の目標を達成してい

ると認められるため。 

 

［鉄道建設コストの縮

減］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における

所期の目標を達成してい

ると認められるため。 

 

［工事関係事故防止活動

の推進］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における

所期の目標を達成してい

ると認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

業や開発した技術に対して、土木学会技術賞や鉄道建築協会賞をはじめ様々な賞

を受賞した。 

鉄道建設技術に関する開発成果を広く社会へ還元するため、各種学会等への論

文発表・投稿により開発成果を公表し、投稿した論文のうち、６件については学

会等から各種の賞を授与された。 

また、コスト構造改善策を実行し、平成２８年度の総合コスト改善額は約１５

７億円、改善率は約５．２％となり、実施状況について、ホームページにて図を

用いた具体的事例を示す等、国民にわかりやすい形で公表した。 

過去に発生した事故の分析結果及び当該年度の工事内容を考慮して、各地方機

関を対象とした本社幹部による工事事故防止監査を実施した。 

さらに、事故が発生した際にはその都度速報を受けるとともに、事故原因の究

明や再発防止策の検討を行い、これらを全国の地方機関を通じ受注者へ情報提供

を行い、同種事故の再発防止等の安全意識の向上を図った。 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢと

したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・課題への着実な取り組みがみられる。 
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て、毎年度具体的な

重点実施項目を定

め、受注者に対して

指導等を図ること

により、工事関係事

故防止に係る啓発

活動を推進する。 

 

公表する。 

また、工事発注機

関として、過去に発

生した事故の種別

や原因を分析し、再

発防止のため、重点

実施項目を定め、受

注者に対する指導

及び情報の共有化

を図ることにより、

工事関係事故防止

に係る啓発活動の

推進に努める。 

 

員会への積極的な

参加に加え、技術開

発した成果をこれ

らの学会等、本社に

おける技術研究会

及び支社局におけ

る業務研究発表会

を通じて公表する。 

国の公共事業コ

スト構造改善の状

況及び趣旨を踏ま

えつつ、総合的なコ

スト構造改善を推

進するため、技術開

発等により、一層の

鉄道建設コスト縮

減に努めるととも

に、コスト構造改善

プロジェクトチー

ム会議を開催し、工

事の計画・設計から

実施段階において、

コスト縮減に資す

る具体的施策を着

実に実施する。ま

た、鉄道建設に係る

コスト縮減の実施

状況及びその効果

については、ホーム

ページ等において

国民に分かりやす

い形で公表する。 

工事関係事故防

止に係る啓発活動

については、発生し

た事故の種別や原

因を分析の上、事故

防止対策委員会に

より審議し、再発防

止に資する事項を

工事関係事故防止

書等）の制定・改定に貢

献した。 

鉄道建設技術に関する開

発成果を広く社会へ還元

するため、各種学会等へ

の論文発表・投稿により

開発成果を公表した。 

これらの論文発表・投稿

のうち、２３件（このう

ち英文５件）は外部の専

門家による査読付きであ

る。また、投稿した論文

のうち、６件については

学会等から各種の賞を授

与された。 

 

［鉄道建設コストの縮

減］ 

 平成２８年度は、コス

ト構造改善策を策定し実

行した。これにより、平

成２８年度の総合コスト

改善額は約１５７億円、

改善率は約５．２％とな

った。 

また、コスト構造改善の

実施状況について、平成

２８年度のコスト構造改

善の実施状況等をホーム

ページにて図を用いた具

体的事例を示す等、国民

にわかりやすい形で公表

した。 

この他、機構内におい

て「コスト構造改善推進

委員会」を開催し（平成

２９年２月）、現在各支

社・建設局において実施

しているコスト構造改善

施策の全社的な情報共有

を図り、実施状況の検証
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の重点実施項目に

盛込み、これらの取

組状況を事故防止

監査により確認す

る。さらに、受注者

に対する事故事例

等を用いた指導及

び事故事例等に関

する情報の共有化

等により安全意識

の向上を図る。 

等を行うことにより、更

なるコスト構造改善施策

の実施を促した。 

 

［工事関係事故防止活動

の推進］ 

過去に発生した事故の

分析結果及び当該年度の

工事内容を考慮して、事

故防止対策委員会におい

て平成２８年度の重点実

施項目を設定するととも

に、各地方機関において

も重点実施項目を設定

し、建設所における安全

協議会等を通じ周知徹底

を図った。 

また、重点実施項目の

取組状況確認のため、各

地方機関を対象とした本

社幹部による工事事故防

止監査を実施した。 

さらに、事故が発生し

た際にはその都度速報を

受けるとともに、事故原

因の究明や再発防止策の

検討を行い、これらを全

国の地方機関を通じ受注

者へ情報提供を行い、同

種事故の再発防止等の安

全意識の向上を図った。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（１）⑤ 我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組みに対する技術協力 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅻ 国際協力、連携等 

施策目標 ４３ 国際協力、連携等を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
― 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 858,520,362 842,968,601 753,766,003 782,555,777  
         決算額（千円） 855,409,670 818,624,036 734,811,517 747,390,864  

         経常費用（千円） 418,854,716 345,291,749 360,827,806 376,066,640  
         経常利益（千円） 867,968 949,622 713,656 414,464  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
84,799,943 86,904,633 130,286,139 140,214,620  

         従事人員数 1,466 1,459 1,454 1,449  
注）・当報告書の１．（１）及び（２）が含まれる建設勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ④我が国鉄道技術

の海外展開に向け

た取組み 

 我が国は鉄道分

野について世界に

誇れる高い技術力

を有しており、唯一

の新幹線建設主体

である機構が有す

る同分野の技術力

を広く総合的に活

用し、国土交通省の

関連施策との連携

⑤我が国鉄道技術

の海外展開に向け

た取組みに対する

技術協力 

国等が進める我

が国鉄道技術の海

外展開、及びそれに

伴うコンサルティ

ング機能強化に向

けた取組みに対し

協力する。具体的に

は、機構がこれまで

に培ってきた総合

⑤我が国鉄道技術

の海外展開に向け

た取組みに対する

技術協力 

国等が進める我

が国鉄道技術の海

外展開に協力する

ため、国土交通省等

の関係機関との連

携を図りつつ、海外

への専門家派遣や

各国の研修員等の

受入れを実施し、海

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における

所期の目標を達成し

ているかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

国土交通省等関係機関と連携

を図りつつ、海外への専門家派

遣及び各国研修員等の受入を実

施し、同省が進めるわが国鉄道

技術の海外展開に協力した。 

平成２８年度の実績は、専門

家派遣は１６ヶ国・延べ４６名、

研修員等受入は１７ヶ国・６７

名となった。 

専門家派遣については、整備

新幹線の建設や都市鉄道利便増

進事業の整備が最盛期を迎えつ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画におけ

る所期の目的を達成

していると認められ

るため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

平成２８年度の目標である我が国鉄道技術の海外展開に協力するため、専門

家の派遣及び研修員の受入を行った。 

また、インド、マレーシア・シンガポール及びタイ高速鉄道並びにジャワ北

幹線鉄道の海外高速鉄道プロジェクトへの技術協力を行った。 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 
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を図りながら、海外

の鉄道関係者に対

する支援を積極的

に推進するととも

に、我が国の鉄道シ

ステムの海外展開

（コンサルティン

グ機能強化を含む）

に向けた国、関係団

体等による取組み

に対して、機構の技

術力や知見を活用

できる範囲で協力

を行う。 

的な技術力や経験

を活用して、専門家

派遣、各国の要人や

研修員受入れ等の

人的支援を行う。 

さらに、機構が我

が国公的機関の一

つとして実施する

国際貢献として、必

要に応じて海外の

鉄道建設関係の機

関等との技術的な

交流等を実施する。 

外鉄道プロジェク

トへの技術協力を

実施する。特に、イ

ンド高速鉄道計画、

スウェーデン高速

鉄道計画、タイ高速

鉄道計画等、各国の

高速鉄道計画・構想

に対する技術協力

を国土交通省等関

係機関との緊密な

連携の下で実施す

る。 
また、国が推進し

ている鉄道技術の

海外展開に係るコ

ンサルティング業

務の機能強化に向

けた取組み及び鉄

道分野における国

際規格への取組み

に協力する。 
さらに、必要に応

じて海外の鉄道建

設関係の機関等と

の技術交流を実施

する。 

つ要員事情が厳しい中、新幹線

インフラの海外展開として初め

ての国家的なプロジェクトであ

るインド高速鉄道をはじめとし

た海外プロジェクトへの支援の

ため、例年と比較して多くの専

門家を派遣した。 

インド高速鉄道をはじめとし

た多くのプロジェクトに技術協

力を行いながら、新たなプロジ

ェクトとなるジャワ北幹線鉄道

に関して、国土交通省からの要

請を踏まえ、平成２８年１１月

から技術協力に取り組んだとこ

ろ、平成２９年１月には日・イ

ンドネシア間の共同声明が出さ

れ、プロジェクト始動へ貢献し

た。 

研修員受入については、フィ

リピン運輸大臣の視察、インド

鉄道省の研修などに対応し、現

地案内、鉄道建設について講義

を行った。現場の実務者から講

義を受けられたことについて研

修員から好評を得た。 

（外部有識者からの意見） 

・着実に実行されている。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（２） 鉄道施設の貸付・譲渡の業務等 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅷ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 
施策目標 ２６ 鉄道網を充実活性化させる 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号)第１３

条第１項、附則第９条及び附則第１１条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 858,520,362 842,968,601 753,766,003 782,555,777  
         決算額（千円） 855,409,670 818,624,036 734,811,517 747,390,864  

         経常費用（千円） 418,854,716 345,291,749 360,827,806 376,066,640  
         経常利益（千円） 867,968 949,622 713,656 414,464  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
84,799,943 86,904,633 130,286,139 140,214,620  

         従事人員数 1,466 1,459 1,454 1,449  
注）・当報告書の１．（１）及び（２）が含まれる建設勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ⑤鉄道施設の貸付・

譲渡の業務等 

鉄道施設に係る貸

付料及び譲渡代金に

よる調達資金の確実

な回収に当たって

は、毎年度回収計画

を策定し、確実な回

収を図る。 

さらに、並行在来

線への支援のため、

特例業務勘定から建

設勘定への繰入れに

（２）鉄道施設の

貸付・譲渡の業務

等 

整備新幹線事業

として実施してい

る北陸新幹線（長

野・金沢間）及び

北海道新幹線（新

青森・新函館北斗

間）について、そ

れぞれの完成後、

各営業主体に対し

て貸付を行う。ま

（２）鉄道施設の

貸付・譲渡の業務

等 

鉄道事業者に対

し貸付又は譲渡し

た鉄道施設の貸付

料・譲渡代金の確

実な回収を図る。

なお、償還期間の

変更を実施した事

業者については平

成２７年度決算終

了後経営状況等の

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

鉄道事業者に対し貸付

を行っている鉄道施設の

貸付料について、平成２

８年度の要回収額を全額

回収した。 

鉄道事業者に対し譲渡

を行った鉄道施設の譲渡

代金について、平成２８

年度の要回収額を全額回

収した。なお、国土交通

大臣が指定する譲渡代金

の償還期間（２５年間）

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

平成２８年度の目標として、鉄道事業者に対し貸付又は譲渡した鉄道施設の

貸付料・譲渡代金の確実な回収を図るとともに、鉄道事業者の最新の経営状況

の把握を行い、償還確実性を検証した。 

また、並行在来線への支援のための貨物調整金について、特例業務勘定から

建設勘定への繰入れにより、国土交通大臣の承認を受けた金額を日本貨物鉄道

株式会社に対して交付した。 

 以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 



20 
 

より、日本貨物鉄道

株式会社に対して貨

物調整金を交付す

る。 

 

た、主要幹線及び

大都市交通線で国

土交通大臣が指定

する貸付期間が経

過した区間につい

て、貸付している

各鉄道事業者に対

して譲渡を行う。 

鉄道事業者に対

して貸付又は譲渡

した鉄道施設につ

いて、機構の調達

資金を確実に返

済・償還するため、

毎年度、事業者ご

とに貸付料及び譲

渡代金の回収計画

を設定し、その全

額を確実に回収す

る。なお、償還期

間の変更を実施し

た事業者について

は、毎年度決算終

了後経営状況等の

把握を図り、償還

確実性を検証す

る。 

さらに、並行在

来線への支援のた

め、特例業務勘定

から建設勘定への

繰入れにより、日

本貨物鉄道株式会

社に対して貨物調

整金を交付する。 

把握をし、償還確

実性を検証する。 

並行在来線への

支援のための貨物

調整金について、

特例業務勘定から

建設勘定への繰入

れにより、国土交

通大臣の承認を受

けた金額を日本貨

物鉄道株式会社に

対して交付する。 

が変更された事業者につ

いては、平成２７年度決

算終了後ヒアリング等に

より経営状況等の把握を

図り、償還確実性を検証

した。 

並行在来線への支援の

ための貨物調整金につい

て、特例業務勘定から建

設勘定への繰入れによ

り、国土交通大臣の承認

を受けた金額を日本貨物

鉄道株式会社に対して交

付した。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・着実に実行されている。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（３） 鉄道助成業務 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅷ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 
施策目標 ２６ 鉄道網を充実活性化させる 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第１

３条第２項及び附則第１１条第３項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

第三者委員会

の開催 

毎年(計画) 

２回以上 

－ （実績） 

２回開催 

（実績） 

３回開催 

（実績） 

２回開催 

（実績） 

２回開催 

  予算額（千円） 
613,656,242 589,300,286 533,034,255 1,994,877,091  

職員研修の実

施 

毎年(計画) 

10 回以上 

－ （実績） 

13 回開催 

（実績） 

11 回開催 

（実績） 

14 回開催 

（実績） 

14 回開催 

  決算額（千円） 
611,153,268 587,019,504 526,763,460 1,989,761,019  

         経常費用（千円） 644,087,824 622,765,967 563,498,738 515,507,742  
         経常利益（千円） △58,604,503 △60,894,601 △63,264,708 △55,305,216  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
148,575,015 160,051,914 160,332,442 154,498,843  

         従事人員数 45 45 45 45  
注）・当報告書の１．（３）及び（４）が含まれる助成勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）鉄道助成業務 

機構では、交通イ

ンフラ・ネットワー

クの機能拡充・強化

に資するため、整備

新幹線、都市鉄道・

主要幹線鉄道等、鉄

道技術開発及び鉄

道の安全・防災対策

に対する補助等に

よる支援及び新幹

（３）鉄道助成業務 

機構は、交通イン

フラ・ネットワーク

の機能拡充・強化に

資するため、整備新

幹線、都市鉄道・主

要幹線鉄道等、鉄道

技術開発及び鉄道

の安全・防災対策に

対する補助等によ

る支援及び新幹線

（３）鉄道助成業務 

勘定間繰入・繰戻

及び補助金交付業務

等を誤処理なく適正

に執行するとの観点

から、受払い確認を

徹底するとともに、

標準処理期間（補助

金等支払請求から支

払まで３０日以内、

国の補助金受入から

＜主な定量的指標＞ 

・勘定間繰入・繰戻

及び補助金交付業務

等の処理（補助金等

支払請求から支払ま

で３０日以内、国の

補助金受入から給付

まで７業務日以内）、

第三者委員会の開催

（２回以上） 

・職員研修の実施（１

＜主要な業務実績＞ 

鉄道助成に係る勘定間

繰入及び補助金交付等に

ついては、全ての受け払

いについて適正に執行し

た。 

業務の充実強化につい

ては、「鉄道助成業務の審

査等に関する第三者委員

会」を開催し、委員会か

らの改善意見は、適宜、

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

平成２８年度の目標である勘定間繰入・繰戻及び補助金交付業務について適

正に執行された。 

「鉄道助成業務の審査等に関する第三者委員会」を２回開催し、改善意見を

業務運営に反映させた。 

職員のスキルアップのために職員研修を１４回開催した。 

助成事業の理解促進を図るための周知及び情報収集を行った。 

補助金等の受給団体の法令遵守体制確保のための周知徹底を行った。 

新幹線譲渡代金の回収と債務の償還を確実に行った。 

 以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ
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線譲渡代金、無利子

貸付資金等の回収

を適正かつ効率的

に実施する。 

 

①確実な処理・適正

かつ効率的な執行 

鉄道関係業務の

資金の移動（勘定間

繰入・繰戻）及び補

助金交付について、

第三者委員会の助

言等も活用しなが

ら、法令その他によ

る基準に基づき確

実に処理するとと

もに、標準処理期間

内に適正かつ効率

的に執行する。 

 

②助成制度に関す

る情報提供等の推

進 

鉄道事業者等に

よる各種助成制度

の効果的な活用を

支援するため、情報

提供や周知活動を

積極的に推進する。 

 

③債権の確実な回

収等 

新幹線譲渡代金、

無利子貸付資金等

について、確実な回

収を図るとともに、

既設四新幹線に係

る債務等について、

約定等に沿った償

還を行う。 

譲渡代金、無利子貸

付資金等の回収を

適正かつ効率的に

実施していく。 

勘定間繰入・繰戻

及び補助金交付業

務等について、法令

その他による基準

及び標準処理期間

（補助金等支払請

求から支払まで３

０日以内、国の補助

金の受入から給付

まで７業務日以内）

を遵守しつつ、誤処

理なく適正にかつ

効率的に執行する。

また、「鉄道助成業

務の審査等に関す

る第三者委員会」か

らの改善意見は１

年以内に業務運営

に反映させること、

及び審査ノウハウ

の承継、スキルアッ

プのための職員研

修等を実施するこ

とにより、業務遂行

に係る効率性の向

上等、鉄道助成業務

の更なる充実強化

を図る。 

また、助成制度に

対する鉄道事業者

等の理解促進を図

るための周知活動

を行うとともに、助

成対象事業の効果

的な実施を支援す

るための技術情報

等を収集・提供す

給付まで７業務日以

内）を遵守する。ま

た、法令、国の定め

る基準に従い、取扱

要領等を必要に応じ

て見直すとともに、

補助金等審査マニュ

アルに基づく審査業

務の効率的な執行を

図る。 

「鉄道助成業務の

審査等に関する第三

者委員会」を年２回

開催し、またこの委

員会からの改善意見

を１年以内に業務運

営に反映させる。補

助金等に係る審査事

例を収集・蓄積し、

共有化することによ

り審査ノウハウを継

承するとともに、職

員のスキルアップを

図るため、研修計画

（年１０回以上）に

基づく研修等を着実

に実施する。これに

より業務執行に係る

効率性の向上等、鉄

道助成業務の更なる

充実強化を図る。 

助成制度に対する

鉄道事業者等の理解

促進を図るため、ガ

イドブック及びパン

フレットの作成配

布、ホームページで

の公表を行うととも

に、助成対象事業の

効果的な実施に資す

るため、鉄道事業者

０回以上） 

・債権回収・債務償

還の実施（約定期日

及び金額の延滞な

し） 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における

所期の目標を達成し

ているかどうか等。 

業務運営へ反映した。 

審査ノウハウの継承と

職員のスキルアップのた

め、職員研修等を開催し

情報の共有化を図った。 

助成事業の理解促進を

図るための周知活動を行

うとともに、助成対象事

業の効果的な実施を支援

するための情報収集等を

実施した。 

補助金の不正受給等の

防止を徹底するため、法

令遵守とともに、不正受

給等を行った場合の措置

について改めて周知し

た。 

債権の回収等について

は、約定等に基づき、新

幹線譲渡代金等を回収す

るとともに、新幹線に係

る債務等についても確実

に償還した。 

としたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・適切に実行されている。 
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る。 

さらに、新幹線譲

渡代金、無利子貸付

資金等について約

定等に基づく確実

な回収を図り、既設

四新幹線に係る債

務等について約定

等に沿った償還を

行う。 

 

等を取り巻く情勢等

に関する情報の収

集・分析を行い、そ

の成果を鉄道事業者

等に対して提供する

等の支援活動を行

う。 

なお、補助金等に

係る不正受給・不正

使用の防止を徹底す

るため、関係法令を

遵守すべきこと、交

付決定の取消し等に

係る制度があること

等引き続き周知徹底

し、不正受給・不正

使用があった場合に

はその旨を機構のホ

ームページにおいて

公表する。 

新幹線譲渡代金

（平成２８年度回収

見込額３,５８４億

円）、無利子貸付資金

（平成２８年度回収

見込額３０６億円）

について、約定等に

基づく確実な回収を

図るとともに、既設

四新幹線に係る債務

等について、約定等

に沿った償還（平成

２８年度約定償還額

１,３１７億円）を行

う。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 

 
  



24 
 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（４） 中央新幹線建設資金貸付等業務 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）附則

第１１条第１項第４号 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 613,656,242 589,300,286 533,034,255 1,994,877,091  
決算額（千円） 611,153,268 587,019,504 526,763,460 1,989,761,019  
経常費用（千円） 644,087,824 622,765,967 563,498,738 515,507,742  
経常利益（千円） △58,604,503 △60,894,601 △63,264,708 △55,305,216  
行政サービス実

施コスト（千円） 
148,575,015 160,051,914 160,332,442 154,498,843  

従事人員数 45 45 45 45  
注）・当報告書の１．（３）及び（４）が含まれる助成勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）中央新幹線建

設資金貸付等業務 

平成２８年８月

２日に閣議決定さ

れた、「未来への投

資を実現する経済

対策」等も踏まえ、

独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備

支援機構法（平成１

４年法律第１８０

号）附則第１１条第

１項第４号の規定

に基づき、中央新幹

線の速やかな建設

を図るため、財政融

（４）中央新幹線建

設資金貸付等業務 

平成２８年８月

２日に閣議決定さ

れた、「未来への投

資を実現する経済

対策」等も踏まえ、 

独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備

支援機構法（平成１

４年法律第１８０

号。以下「機構法」

という。）附則第１

１条第１項第４号

の規定に基づき、中

央新幹線の速やか

（４）中央新幹線建

設資金貸付等業務 

財政融資資金を

借り入れ、中央新幹

線の建設主体であ

る東海旅客鉄道株

式会社に対し、当該

建設に要する費用

に充てる資金のう

ち１．５兆円を上限

とする貸付けを行

う。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における

所期の目標を達成し

ているかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

本業務については、

政府の重要かつ緊急課

題であり、平成２８年

８月２日の閣議決定

（未来への投資を実現

する経済対策）等も踏

まえ、独立行政法人鉄

道建設・運輸施設整備

支援機構法が改正・施

行され、同年１１月よ

り機構の新たな業務と

して実施されることと

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所期

の目標を達成しているため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 平成２８年度の目標である中央新幹線の建設に係る財政融資資金の借入れ及

び貸付けについては、全て適正に執行したことを踏まえ、中期目標における所

期の目標を達成しているとしてＢとしたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・着実に実行されている。 
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資資金を借り入れ、

中央新幹線に係る

全国新幹線鉄道整

備法（昭和４５年法

律第７１号）第６条

第１項に規定する

建設主体に対し、当

該建設に要する費

用に充てる資金の

一部を貸し付ける。 

本業務を行うに

当たっては、貸付け

を行った事業の進

捗状況、建設主体の

財務状況等を把握

しつつ、貸付利息の

確実な回収を図る。 

な建設を図るため、

財政融資資金を借

り入れ、中央新幹線

に係る全国新幹線

鉄道整備法（昭和４

５年法律第７１号）

第６条第１項に規

定する建設主体に

対し、当該建設に要

する費用に充てる

資金の一部の貸付

けを行う。 

本業務を行うに

当たっては、貸付金

の償還が行われる

まで、継続的に償還

確実性の確認を行

う必要があること

から、貸付けを行っ

た事業の進捗状況、

建設主体の財務状

況等を毎年度把握

する。これにより、

債権の確実な保全

及び約定等に沿っ

た回収を行う。 

なった。 

機構として、新規に

追加された本業務を適

切に実施するため、上

記機構法の改正等の動

きを踏まえつつ、限ら

れた時間内で貸付実施

のための実施体制の確

立を図るとともに、中

央新幹線の建設に係る

財政融資資金を借り入

れ、中央新幹線の建設

主体であるＪＲ東海に

対し、当該建設に要す

る費用に充てる資金の

一部として、１．５兆

円の貸付けを実施し

た。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（５）① 船舶共有建造業務を通じた政策効果のより高い船舶の代替建造促進 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅵ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確

保・強化 

施策目標 １９ 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備

の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の

確保を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第１

３条第１項第７号及び第８号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
船舶共有建造業務を通じた政策効果のより高い船舶の建造促進 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

政策効果の

より高い船

舶の建造隻 
数比率 

90％以上 － 100％ 100％ 100％ 94％  

 

予算額（千円） 79,896,018 82,553,130 113,230,064 54,355,974  

         決算額（千円） 68,753,133 66,072,594 104,312,163 41,096,969  
         経常費用（千円） 25,887,471 26,181,474  25,204,316 24,798,273  
         経常利益（千円） 2,459,674 6,736,183   4,556,292 4,520,647  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
△2,034,114 △6,470,461 △4,356,084 △5,032,449  

         従事人員数 55 55 55 54  
注）・当報告書の１．（５）が含まれる海事勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （４）船舶共有建造

等業務 

内航海運は、我が

国経済に不可欠の

役割を果たしてお

り、環境負荷や効率

性にも優れる。他方

で、中小事業者が多

数を占める内航海

運事業者の輸送効

率や運航コストを

向上させ、経営基盤

を強化する必要が

ある。そのため、機

構の船舶共有建造

業務を通じ、国内海

運政策の実現に寄

与する船舶への代

替建造を推進しつ

つ、船舶の老朽化へ

も対処する。 

 

①船舶共有建造業

務を通じた政策効

果のより高い船舶

の代替建造促進 

代替建造の促進

については、今後の

国内海運政策の実

現に寄与するため

に必要となる措置

について検討し実

施する。 

また、代替建造の

促進のため、機構が

共有建造制度を実

施するに当たって

は、環境対策、物流

（５）船舶共有建造

等業務 

内航海運は、我が

国の経済活動にと

って必要不可欠で

あるとともに、環境

にやさしく効率的

な輸送機関である。

他方で、船舶の老朽

化が進んでいるこ

とから、中小事業者

が多数を占める内

航海運事業者の船

舶の老朽化に対応

し、輸送効率や運航

コストを向上させ

る必要がある。 

そのため、船舶共

有建造業務により、

国内海運政策の実

現に寄与する船舶

への代替建造を促

進する。 

 

①船舶共有建造業

務を通じた政策効

果のより高い船舶

の代替建造促進 

代替建造の促進

については、環境対

策、物流の効率化、

少子高齢化対策や

離島航路の整備対

策等の国内海運政

策の実現に寄与す

るために政策意義

の高い船舶の建造

を推進する。 

（５）船舶共有建造

等業務 

①船舶共有建造業

務を通じた政策効

果のより高い船舶

の代替建造促進 

代替建造の促進

については、環境対

策、物流の効率化、

少子高齢化対策や

離島航路の整備対

策等の国内海運政

策の実現に寄与す

るために政策意義

の高い船舶の建造

を推進する。 

特に、物流効率

化、環境負荷低減等

に資するため、環境

にやさしい船舶（ス

ーパーエコシップ、

先進二酸化炭素低

減化船、高度二酸化

炭素低減化船、フル

ダブルハルタンカ

ー（海洋汚染防止対

策船）等）について

は、政策効果のより

高い船舶の建造隻

数比率を９０％以

上とする。 

 また、海運事業者

や荷主に対し、スー

パーエコシップを

はじめとする環境

にやさしい船舶に

ついて、セミナー等

を通じて効果・利点

＜主な定量的指標＞ 

・政策効果のより高い

船舶の建造隻数比率 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

国内海運政策の実現に

寄与するため、相対的な

金利優遇等の実施により

平成２８年度に建造決定

した船舶は、全て離島航

路整備対策、環境対策等

の政策課題に適合した船

舶となっており、中でも

環境にやさしい船舶（ス

ーパーエコシップ（以下

「ＳＥＳ」という。）、先

進二酸化炭素低減化船、

高度二酸化炭素低減化

船、フルダブルハルタン

カー（海洋汚染防止対策

船）等の数値目標対象船

舶）のうち政策効果のよ

り高い船舶の建造隻数比

率については９４％とな

った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
中期計画における「船舶共有建造業務を通じた政策効果のより高い船舶の代

替建造促進」において定められている具体的な数値目標は「政策効果のより高

い船舶の建造隻数比率を９０％以上とする。」とされているところ、業務実績

は９４％となっており、所期の目標は達成していると認められる。 

 以上のことを踏まえ、中期計画における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・着実に実行されている。 
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の効率化、少子高齢

化対策や離島航路

の整備対策等の国

内海運政策の実現

に寄与するため、政

策意義の高い船舶

の建造を推進する

こととし、特に物流

効率化、環境負荷低

減等に資するため、

スーパーエコシッ

プ、１６％ＣＯ２排

出削減船等の環境

にやさしい船舶の

建造に重点化する。 

その際は、船舶共

有建造業務の財務

改善に必要な事業

量を確保しつつ、民

業圧迫にならない

よう配慮する。 

特に、物流効率

化、環境負荷低減等

に資するため、環境

にやさしい船舶（ス

ーパーエコシップ、

先進二酸化炭素低

減化船、高度二酸化

炭素低減化船、フル

ダブルハルタンカ

ー（海洋汚染防止対

策船）等）について

は、政策効果のより

高い船舶の建造隻

数比率を中期目標

期間中において９

０％以上とする。 

また、海運事業者

や荷主に対し、スー

パーエコシップを

はじめとする環境

にやさしい船舶に

ついて、効果・利点

をわかりやすく適

切に周知･説明する

とともに、その船

型、構造上の先進

性、特殊性にかんが

み、設計に伴う技術

的な支援等を重点

的に行うよう努め

る。 

をわかりやすく適

切に周知・説明する

とともに、その船

型、構造上の先進

性、特殊性にかんが

み、設計段階から技

術支援を重点的に

行う。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（５）② 船舶建造等における技術支援 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅸ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益

の保護 

施策目標 １９ 海上物流基盤の強化等具体的な物流体系整備

の推進、みなとの振興、安全的な国際海上輸送の

確保を推進する。 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第１

３条第１項第８号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
船舶建造等における技術支援 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 79,896,018 82,553,130 113,230,064 54,355,974  
         決算額（千円） 68,753,133 66,072,594 104,312,163 41,096,969  

         経常費用（千円） 25,887,471 26,181,474  25,204,316 24,798,273  
         経常利益（千円） 2,459,674 6,736,183   4,556,292 4,520,647  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
△2,034,114 △6,470,461 △4,356,084 △5,032,449  

         従事人員数 55 55 55 54  
注）・当報告書の１．（５）が含まれる海事勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ② 船舶建造等における

技術支援 

船舶の計画、設計、建

造、就航後の各段階での

効果的な技術支援を実

施し、より良質な船舶を

提供するため、技術支援

に係るノウハウの形成、

蓄積を図り技術力の向

上を目指す。 

② 船舶建造等に

おける技術支援 

上記の国内海

運政策の課題に

対応するととも

に、航路や輸送ニ

ーズに適合する

船舶、より経済性

の高い船舶、旅客

の快適性や労働

② 船舶建造等に

おける技術支援 

計画・設計・建

造段階での技術

支援を的確に実

施するとともに、

就航後の技術支

援の充実を図る。

特に、スーパーエ

コシップ、先進二

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

共有建造船舶に対して

は計画・設計・建造の各

段階で技術支援を行って

おり、平成２８年度は、

先進二酸化炭素低減化船

「フェリーしまんと」を

含む旅客船６隻と貨物船

１３隻の共有船が竣工し

た。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
計画・設計・建造各段階で技術支援を行い、就航後も技術的助言等の技術支

援を行った。 
 調査について、２８年度には「騒音最適化船の設計調査」など３件実施した。 
 また、外部のセミナーや学会に参加する技術研修を９件実施した。 
 さらに、平成２７年度に実施した内航船の船内騒音予測手法等に関する調査

の結果を踏まえ、騒音基準を満足する船舶の設計・建造を支援するための技術

指針を策定した。 
 以上のことを踏まえ、中期計画にかかる所期の目標を達成しているとしてＢ
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環境により配慮

した船舶の建造

に資するため、計

画・設計・建造の

各段階、さらには

就航後の技術支

援の充実を図る。 

このため、内航

海運の諸課題、事

業者のニーズや

社会的要請等に

対応するための

技術調査を実施

するほか、技術に

係る研修、交流、

マニュアルの充

実等により、技術

支援に係わる職

員の技術力の維

持・向上、ノウハ

ウの体系的な蓄

積と承継を図る。 

酸化炭素低減化

船、技術力の乏し

い自治体等が建

造する旅客船に

ついては、重点的

に技術支援を行

う。 

事業者・有識者

の意見をもとに

選定した技術調

査を実施する。ま

た、技術支援に係

る研修、外部技術

者との人事交流

を実施すること

により技術支援

に係る職員の技

術・ノウハウを蓄

積していくとと

もに、業務の効率

化等を図るため

技術支援マニュ

アルを見直す。 

当該支援の実施に当た

っては、建造時に発生し

たトラブル等の分析を行

い、ＰＤＣＡサイクルに

よる品質管理として『平

成２８年度の重点リスク

に関する取り組み』を取

りまとめ、実施すること

により、問題の「未然防

止」、「被害の最小化」に

ついて着実な実施に努め

た。 

技術支援の中でも、特

に、離島航路に就航する

旅客船については、船舶

建造に関するノウハウが

少ない地方公共団体が建

造するため、航路調査及

び基本仕様策定等の建造

の初期段階からの支援が

必要とされている。平成

２８年度は、機構による

当該支援の実施により愛

媛県今治市の「とびしま」

が竣工した。 

また、船舶の安全基準

等の改正において、内航

船の設計・建造に大きな

影響を与えることが懸念

される場合には、事業者

が当該基準に適合した船

舶を建造できるよう技術

支援を行っており、平成

２８年度は、平成２７年

度に実施した船内騒音予

測手法等に関する調査に

基づき、騒音規制を満足

する船舶の設計・建造を

支援するための『騒音対

策指針』を策定した。 

さらに、機構において

としたもの。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・着実に実行されている。 
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は、新技術に関する調査

研究を行い、その知見を

共有船主等へ提供するこ

と及び調査結果に基づき

共有建造制度の改善を図

ることにより優れた内航

船の建造を促進するた

め、また、機構自身の技

術水準を高め、より適切

な技術支援を実施して建

造船舶の性能・品質を確

保するため、技術調査を

実施しており、平成２８

年度は、騒音対策に関す

る調査研究を含め、３件

の技術調査を実施した。 

こうした技術調査の結

果を含め、内航海運の最

新動向を踏まえた機構の

取り組みについては、毎

年、全国４ヶ所において

開催している「内航船舶

技術支援セミナー」、ホー

ムページ等を通じて幅広

く情報提供を行ってい

る。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（５）③ 船舶共有建造業務における財務内容の改善 

業務に関連する政策・施策 政策目標 Ⅵ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確

保・強化 

施策目標 １９ 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備

の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の

確保を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第１

３条第１項第７号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
船舶共有建造業務における財務内容の改善 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

未収発生率 中期目標期

間において

1.3％以下 

－ 0.03％ 0％ 0％ 0.13％ 

  
予算額（千円） 79,896,018 82,553,130 113,230,064 54,355,974  

未収金残高 中期目標期

間終了時に

31 億円以

下 

－ 24 億円 17 億円 11 億円 8 億円 

  

決算額（千円） 68,753,133 66,072,594 104,312,163 41,096,969  

         経常費用（千円） 25,887,471 26,181,474  25,204,316 24,798,273  
         経常利益（千円） 2,459,674 6,736,183   4,556,292 4,520,647  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
△2,034,114 △6,470,461 △4,356,084 △5,032,449  

         従事人員数 55 55 55 54  
注）・当報告書の１．（５）が含まれる海事勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ④ 船舶共有建造業

務における財務内

容の改善 

船舶共有建造業

務については、「内

航海運効率化のた

めの鉄道建設・運輸

施設整備支援機構

船舶勘定見直し方

針」(平成１６年１

２月２０日国土交

通 省 及 び 鉄 道 建

設・運輸施設整備支

援機構)に基づく、

平成１７年度から

２１年度までの重

点集中改革期間に

おける未収金の発

生防止、債権管理及

び回収の強化等の

取組みを引き続き

行い、財務内容の一

層の改善を進める。 

平成２８年度ま

でのできる限り早

い時期に未収金の

回収、未収金残高に

相当する引当金の

計上等をすること

により第１期中期

目標に掲げた未収

金の処理を終了す

る。その後も引き続

き、船舶共有建造業

務の実施に当たり、

未 収 金 の 発 生 防

止・回収促進等を図

るための措置を講

④ 船舶共有建造業

務における財務内

容の改善 

船舶共有建造業

務については、「内

航海運効率化のた

めの鉄道建設・運輸

施設整備支援機構

船舶勘定見直し方

針」（平成１６年１

２月２０日国土交

通省及 び鉄道建

設・運輸施設整備支

援機構）に基づく、

平成１７年度から

２１年度までの重

点集中改革期間に

おける未収金の発

生防止、債権管理及

び回収の強化等の

取組みを引き続き

行い、財務内容の一

層の改善を進める。 

平成２８年度ま

でのできる限り早

い時期に未収金の

回収、未収金残高に

相当する引当金の

計上等をすること

により第１期中期

目標に掲げられた

未収金の処理を終

了する。その後も引

き続き、船舶共有建

造業務の実施に当

たり、未収金の発生

防止・回収促進等を

図るための措置を

③ 船舶共有建造業

務における財務内

容の改善 

「内航海運効率

化のための鉄道建

設・運輸施設整備支

援機構船舶勘定見

直し方針」（平成１

６年１２月２０日

国土交通省及び鉄

道建設・運輸施設整

備支援機構）に基づ

く取組みを引き続

き行い、適正かつ厳

格な審査実施によ

る新規未収金の発

生防止に努めると

ともに、オペレータ

ーへの関与要請、経

営悪化事業者への

経営改善指導、未収

発生事業者への支

払増額要請等、きめ

細かな債権管理に

よる回収の強化を

図る。 

中期目標におけ

る目標値である未

収発生率１．３％以

下、中期目標期間終

了時の未収金残高

３１億円以下を達

成するため、未収金

の発生防止・回収促

進等を図るための

措置を講ずる。 

また、適正な事業

金利の設定及び政

＜主な定量的指標＞ 

・中期目標期間におけ

る未収発生率 

・中期目標期間終了時

の未収金残高 

＜その他の指標＞ 

・繰越欠損金削減計画

に基づく取り組み実

施による繰越欠損金

の削減 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

信用ランク下位の事業

者への重点的な債権管理

体制を引き続き実施する

等、未収金の新規発生防

止及び未収金発生の最小

化を図った結果、未収発

生率は０．１３％となり、

中期計画に定める数値目

標１．３％以下を引き続

き維持する結果となっ

た。 

未収金残高について

は、リスケジュール計画

の策定及び回収強化等、

未収金の発生防止・回収

強化に努力した結果、中

期計画目標値である３１

億円を下回る８億円とな

った。 

繰越欠損金について

は、繰越欠損金削減計画

に基づいた取り組みを引

き続き実施した結果、５

１億円の当期総利益を計

上したことで、繰越欠損

金は同額減少した。 

船舶共有建造業務にお

ける財務改善の状況につ

いては、業務実績報告書

及びホームページで随時

公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠：適切な債権管理によ

り未収金の発生防止・回収

強化に努力したことで、未

収発生率は０．１３％とな

り、未収金残高については、

中期計画にて定めた目標値

である３１億円を大きく下

回る８億円となった。 

 繰越欠損金の縮減につい

ては、新たな未収金発生の

未然防止及び船舶使用料収

入の増加に努めた結果、繰

越欠損金額は５１億円減少

した。 

 上記の未収発生率、未収

金残高の定量的指標につい

ては、中期目標期間を通じ

た数値で評価されるべきも

のであるが、平成２８年度

末時点においては、中期目

標の数値を大きく下回る数

値を達成し、また、繰越欠

損金についても、削減計画

に基づき着実な削減を図っ

ていることから、事業計画

における所期の目標を上回

る成果が得られていると認

められる。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
中期目標における未収金発生率を１．３％以下とする目標を設定していたと

ころ、平成２８年度は０．１３％となり、中期計画の目標を大幅に上回ってい

る。 
 また未収金残高に関しても、目標額３１億円を大きく下回る８億円となり、

残高が抑制されている。 
 繰越欠損金に関しても、５１億円の当期利益を計上したことで、繰越欠損金

は同額減少し、財務内容の改善が見られた。 
 以上のことを踏まえ、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られて

いると認められるとしてＡとしたもの。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・とりわけ、未収金発生率と未収金残高につき、計画を上回る成果がみられて

おり、高く評価できる。 
・未収金の発生防止と繰越欠損金の縮減に対する機構の努力は評価できる。 
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ずることにより、中

期目標期間におけ

る未収発生率を１．

３％以下、当該期間

終了時に未収金残

高を３１億円以下

とする。 

また、適正な事業

金利の設定及び政

策課題の実行等に

留意しつつ財務改

善策を一層推進す

る。このため、繰越

欠損金の発生要因

等を分析した上で、

その解消に向けた

具体的な中期目標

期間中の削減計画

を策定することに

より、その縮減を図

る。 

さらに、海事勘定

における財務改善

の状況については、

特に、繰越欠損金に

ついて、事業年度ご

とにその要因を含

めホームページ等

において国民にわ

かりやすく公表す

る。 

講ずることにより、

中期目標の期間に

おける未収発生率

を１．３％以下、当

該期間終了時に未

収金残高を３１億

円以下とする。 

また、適正な事業

金利の設定及び政

策課題の実行等に

留意しつつ財務改

善策を一層推進す

る。このため、未収

金の発生防止・回収

促進等を図ること

に加え、繰越欠損金

の発生要因等を分

析した上で、その解

消に向けた具体的

な中期目標期間中

の削減計画を平成

２５年度のできる

だけ早い時期に策

定し、実行すること

により、その縮減を

図る。 

さらに、海事勘定

における財務改善

の状況については、

特に、繰越欠損金に

ついて、事業年度ご

とにその要因を含

めホームページ等

において国民にわ

かりやすく公表す

る。 

策課題の実行等に

留意しつつ財務改

善策を一層推進す

る。このため、平成

２５年度に策定し

た繰越欠損金削減

計画に基づき適切

な事業量の確保や、

未収金の発生防止、

債権管理及び債権

回収の強化を実行

することにより、繰

越欠損金の縮減を

図る。 

海事勘定におけ

る財務改善の状況

については、特に、

繰越欠損金につい

て、その要因を含め

ホームページ及び

業務実績報告書に

おいて国民にわか

りやすく公表する。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（６） 地域公共交通出資等業務 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）第１

３条第１項第９号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

出資等資金

の毀損発生

額 

毀損ゼロ 

－ 

  

－ － 

  予算額（千円）   76,142,257 64,975,021  
決算額（千円）   71,163,000 57,962,736  
経常費用（千円）      190,156 207,572  
経常利益（千円）        8,279 △5,524  
行政サービス実

施コスト（千円） 
  

    20,191 79,416 
 

従事人員数   11 11  
注）・当報告書の１．（６）が含まれる地域公共交通等勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （５）地域公共交通

出資等業務 

地域公共交通の

活性化及び再生に

関する法律（平成１

９年法律第５９号）

第２９条の２の規

定に基づき、認定軌

道運送高度化事業

等の実施に必要な

資金の出資及び貸

付け（以下「出資等」

という。）を行う。 

（６）地域公共交通

出資等業務 

地域公共交通の

活性化及び再生に

関する法律（平成１

９年法律第５９号）

第２９条の２の規

定に基づき、認定軌

道運送高度化事業

等の実施に必要な

資金の出資及び貸

付け（以下「出資等」

という。）を行う。 

（６）地域公共交通

出資等業務 

地域公共交通の

活性化及び再生に

関する法律（平成１

９年法律第５９号）

第２９条の２の規

定に基づき、認定軌

道運送高度化事業

等の実施に必要な

資金の出資及び貸

付け（以下「出資等」

という。）を行う。 

＜主な定量的指標＞ 

・出資等資金の毀損発

生額 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

地域公共交通出資等業

務にかかる出資等の実施

については、出資等を受

けようとする者が調整に

時間を要したこと等によ

り申込みには至らなかっ

たため、実績はなかった。

ただし、今後の出資等の

検討を円滑に進めるた

め、国土交通省と連携し

て、出資制度の利用を検

討する事業者との協議や

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
平成２８年度は正式な出資申込みに至る案件がなく出資等の実績はないも

のの、出資審査業務マニュアルの策定のほか、地方公共団体から本制度の活用

の事前相談を受けている案件について協議・分析を進めている。 

また、出資等案件検討に係る知見を深めるため、地域公共交通網形成計画及

び出資等業務に関する調査等を実施している。 

体制面でも、第三者委員会を設置しており、出資等に必要な組織体制を構築

していると言える。 

これらの対応は、出資等を行うか否かの決定に際し、当該リスクを適切に評

価するうえで不可欠なものであり、出資等資金の毀損ゼロを目指すという中期

目標に資するものであると判断し、Ｂ評価とした。 
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本業務を行うに

当たっては、国土交

通大臣の認可を受

けた業務基準に従

い、出資等を行うか

否かの決定に際し、

当該リスクを適切

に評価し、中長期的

な収益性が見込ま

れること等を確認

する。 

また、出資等を行

った事業の進捗状

況を適切に把握・評

価しつつ、出資等資

金の効率的使用及

び適切な回収を図

る。 

これらにより、出

資等資金の毀損ゼ

ロを目指す。 

本業務を行うに

当たっては、国土交

通大臣の認可を受

けた業務基準に従

い、出資等を行うか

否かの決定に際し、

当該リスクを適切

に評価し、中長期的

な収益性が見込ま

れること等を確認

する。 

また、出資等を行

った事業の進捗状

況を適切に把握・評

価しつつ、出資等資

金の効率的使用及

び適切な回収を図

る。 

これらにより、出

資等資金の毀損ゼ

ロを目指す。 

なお、第三者委員

会の設置を含め出

資等に必要な組織

体制を構築し、地域

公共交通の活性化

及び再生に向けた

主体的な取組みに

対する支援効果が

最大となるよう努

める。 

本業務を行うに

当たっては、国土交

通大臣の認可を受

けた業務基準に従

い、出資等を行うか

否かの決定に際し、

当該リスクを適切

に評価し、中長期的

な収益性が見込ま

れること等を確認

する。 

また、出資等を行

った事業の進捗状

況を適切に把握・評

価しつつ、出資等資

金の効率的使用及

び適切な回収を図

る。 

これらにより、出

資等資金の毀損ゼ

ロを目指す。 

なお、地域公共交

通出資等業務に関

する第三者委員会

の活用をはじめ出

資等に必要な組織

体制のもと業務を

実施するとともに、

出資等業務に関す

る情報をホームペ

ージに掲載するな

ど、地域公共交通の

活性化及び再生に

向けた主体的な取

組みに対する支援

効果が最大となる

よう努める。 

計画内容に係る分析等を

行った。 

出資等に必要な組織体

制の構築については、平

成２７年度に(独)鉄道建

設・運輸施設整備支援機

構地域公共交通出資等業

務に関する第三者委員会

（以下「第三者委員会」

という。）（委員長：竹内

健蔵 日本女子大学教

授）を設置したところで

あり、平成２８年度にお

いては第２回第三者委員

会を開催し、出資審査業

務マニュアルに関する審

議及び出資制度の利用を

検討する事業者や計画内

容に係る審議等を行っ

た。 

また、出資等案件検討

に係る知見を深めるた

め、地域公共交通網形成

計画及び出資等業務に関

する調査等を実施した。 

さらに、地域公共交通

の活性化及び再生に向け

た主体的な取組みに対す

る支援を効果的に実施す

るために、業務情報をホ

ームページに掲載したほ

か、現地調査を含む情報

収集等を実施した。 

 

 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・業務実施の準備段階にとどまっているものの、適切な準備作業が着実に進捗

していることは評価できる。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（７）① 年金費用等の支払及び資産処分の円滑な実施等 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
[年金費用等の支払の法令に則った規制な執行] 

日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成１０年法律第１３６号）

第１３条第１項第１号 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）附則

第１１条第２項第１号 

[土地処分の実施][株式処分の検討] 

日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成１０年法律第１３６号）

第１３条第１項第２号 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）附則

第１１条第２項第１号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 234,753,376 235,034,971 210,379,551 198,323,178  
         決算額（千円） 220,838,771 217,796,356 203,318,229 175,995,017  
         経常費用（千円） 32,568,068 79,632,678 59,581,242 122,546,747  
         経常利益（千円） 73,917,874 14,735,589 32,383,489 370,935,916  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
△73,888,338 △14,579,868 △32,286,764 △370,907,483  

         従事人員数 39 39 39 39  
注）・当報告書の１．（７）が含まれる特例業務勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



38 
 

 
 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （６）特例業務（国

鉄清算業務） 

①年金費用等の支

払及び資産処分の

円滑な実施等 

日本国有鉄道清

算事業団の債務等

の処理に関する法

律（平成１０年法律

第１３６号）（以下

「債務等処理法」と

いう。）第１３条の

規定に基づき、旧国

鉄職員の年金の給

付に要する費用等

について、適切な資

金管理を行いつつ、

円滑かつ確実に支

払を実施する。 

また、土地処分に

ついては、都市計画

事業の工程等によ

りやむを得ず処分

できていない限ら

れた物件を除き、終

了しているところ

であるが、残存の土

地についても、適切

かつ早期に処分を

図る。 

九州旅客鉄道株

式会社の株式につ

いては、株式市場の

状況、経済の動向、

経済財政政策との

整合性等にも留意

（７）特例業務（国

鉄清算業務） 

①年金費用等の支

払及び資産処分の

円滑な実施等 

旧国鉄職員の恩

給及び年金の給付

に要する費用、旧国

鉄時代に発生した

業務災害に係る業

務災害補償費等の

各年度における必

要負担額について

は、適切な資金管理

を行いつつ、円滑か

つ確実に支払を実

施する。 

また、土地処分に

ついては、都市計画

事業の工程等によ

りやむを得ず処分

できていない限ら

れた物件を除き、終

了しているところ

であるが、残存の土

地についても、適切

かつ早期に処分を

図る。 

九州旅客鉄道株

式会社の株式につ

いては、株式市場の

状況、経済の動向、

経済財政政策との

整合性等にも留意

しつつ、平成２８年

度を目途に適切に

（７）特例業務（国

鉄清算業務） 

①年金費用等の支

払及び資産処分の

円滑な実施等 

旧国鉄職員の恩

給及び年金の給付

に要する費用、旧国

鉄時代に発生した

業務災害に係る業

務災害補償費等に

ついては、適切な資

金管理を行いつつ、

円滑かつ確実に支

払を実施する。 

また、都市計画事

業の工程等により

やむを得ず処分で

きていない残存の

土地のうち、長町駅

３８街区の土地に

ついては、関係機関

との協議・調整を進

めるとともに、処分

に向けた準備を進

める。梅田駅（北）

の土地については、

土地売買契約に基

づき処分を進める。 

九州旅客鉄道株

式会社の株式につ

いては、株式市場の

状況、経済の動向、

経済財政政策との

整合性等にも留意

しつつ、適切に売却

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

［年金費用等の支払の法

令に則った規制な執行］ 

１．恩給及び年金の給付

に要する費用の支払 

旧国鉄職員の恩給及び年

金の給付に要する費用等

については、関係法令に

則り、以下のとおり平成

２８年度内に適切な資金

管理を行いつつ、円滑か

つ確実に支払いを実施し

た。 

①旧国鉄職員の恩給の給

付に要する費用について

は、国に対して４８７，

３２４千円を支払った

（給付は総務省人事・恩

給局が実施）。 

②旧国鉄職員の年金の給

付に要する費用について

は、日本鉄道共済組合に

対して９５,４３４,１６

３千円を支払った。 

２．業務災害補償 

旧国鉄時代に発生した業

務災害に係る業務災害補

償については、適切な資

金管理を行いつつ、旧国

鉄職員に対して４,４８

３,９３５千円を円滑か

つ確実に支払った。なお、

大きな社会問題となって

いるアスベスト問題につ

いては、平成２７年度に

引き続きアスベスト対策

＜評定と根拠＞ 

［年金費用等の支払の法令

に則った規制な執行］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

  

［土地処分の実施］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

［株式処分の検討］ 

評定：Ａ 

根拠：所期の目標である「Ｊ

Ｒ株式の適切な売却」につ

いては、資産処分審議会で

示された売却方法、売却規

模、売却時期、主幹事証券

会社選定等の基本方針に沿

い、適切に実施したところ。 

これに加え、以下のとお

り、中期計画における所期

の目標を上回る成果が得ら

れたため。 

・証券会社へ支払う引受手

数料については、ブックビ

ルディング方式導入後の民

営化ＩＰＯ案件としては過

去最低水準（１．６４％）

であること。 

・上場後の株価については、

急騰やＩＰＯ価格割れもな

く堅調に推移しており、Ｊ

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

平成２８年度の目標として、年金費用等の支払の関係法令に則った適正な執

行及び土地処分の実施については、着実に業務を執行した。 

また、株式処分の検討については、平成２８年１０月２５日にＪＲ九州株式

１億６千万株を一括売却し、４,１６０億円の売却収入を得た。 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・株式処分の検討については、ＪＲ株式の売却に際して証券会社手数料の交渉、

市場の安定化など単なる売却以上の配慮が伺える。Ａ評価で適当である。 

・同年度中に JR 九州株の上場・売却を成功裡に行ったことは評価できる。 
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しつつ、平成２８年

度を目途に適切に

処分する。 

なお、北海道旅客

鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社

及び日本貨物鉄道

株式会社（以下「旅

客鉄道株式会社等」

という。）の株式に

ついては、各社の今

後の経営状況の推

移等を見極めつつ、

適切な処分方法の

検討等を行う。 

処分する。 

なお、北海道旅客

鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社

及び日本貨物鉄道

株式会社（以下「旅

客鉄道株式会社等」

という。）の株式に

ついては、国等の関

係機関と連携を図

りつつ、各社の今後

の経営状況の推移

等を見極めながら、

適切な処分方法の

検討等を行う。 

を図る。 

なお、北海道旅客

鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社

及び日本貨物鉄道

株式会社の株式に

ついては、国等の関

係機関と連携を図

りつつ、各社の今後

の経営状況の推移

等を見極めながら、

適切な処分方法の

検討等を行う。 

（健康診断、業務災害補

償(遺族救済を含む)）を

実施した。その際、定期

的な新聞広告の掲載（全

国紙４紙、地方紙４６紙

への新聞広告の掲載及び

鉄道ＯＢ会報への記事掲

載）等により周知を図っ

た。 

 

［土地処分の実施］ 

 残存する土地（約１２

ha）のうち、東日本大震

災の応急仮設住宅用地と

して貸し付けていた長町

駅〔３８街区〕（約２ha）

について、関係機関との

協議・調整を進めた結果、

平成２９年２月に貸付地

が返還され、また、平成

２９年３月には地区計画

変更の都市計画決定が行

われるなど、土地処分に

係る条件が整ったことか

ら、平成２９年夏頃の公

開競争入札による土地処

分に向けた準備を開始し

た。 

また、平成２７年１０

月に(独)都市再生機構と

土地売買契約を締結した

梅田駅（北）２期開発区

域の土地（約１０ha）に

ついては、都市計画事業

等に係る関係機関との協

議・調整を進めた結果、

平成２８年６月に土地区

画整理事業による仮換地

指定が行われ、また、平

成２９年１月には地区計

画及び用途地域変更等の

Ｒ九州株式の処分は広く市

場に受け入れられたものと

評価。 

・売却価格の決定プロセス

においては、関係者と緻密

な調整を行った結果、仮条

件の上限価格まで、十分な

需要を積み上げることがで

きた。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 
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都市計画決定が行われる

など、土地売買契約に基

づく土地処分に向けた条

件整備が進展した。 

 

［株式処分の検討］ 

ＪＲ九州については、

完全民営化に向けた諸課

題を検討するため、国土

交通省鉄道局に「ＪＲ九

州完全民営化プロジェク

トチーム」が設置され、

当機構も参画しつつ検討

を進め、平成２７年１月

２７日にとりまとめが公

表された。また、同年６

月１０日にＪＲ九州の自

主的かつ責任ある経営体

制の確立等を図るため、

同社を適用対象から除外

すること等を内容とする

「旅客鉄道株式会社及び

日本貨物鉄道株式会社に

関する法律の一部を改正

する法律」が公布された

ところである。 

その後、ＪＲ九州株式

の処分方法等について、

資産処分審議会へ諮問

し、ＪＲ九州や証券市場

関係者からのヒアリング

を含め３回の審議を経

て、同年９月９日に売却

方法、売却規模、売却時

期、主幹事証券会社選定

の基本方針等が答申され

たところである。 

この答申を踏まえ、ブ

ックビルディング方式

（投資家に対する需要調

査の結果に基づいて売出
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価格を決定）で売却する

ため、平成２８年１月８

日に主幹事証券会社５社

を選定し、できる限り早

期の売却に向けて所要の

準備を進め、平成２８年

１０月２５日に１億６千

万株を一括売却し、４,

１６０億円の売却収入を

得た。 

また、証券会社に支払

う手数料については、主

幹事証券会社との交渉に

より、一般投資家分１．

７０％・機関投資家分１．

５０％・加重平均で１．

６４％と国内民営化新規

上場案件で過去最低と

し、収入金額の最大化に

努めたところであり、株

式市場への悪影響も生じ

させることなく、成功裏

に売却を終了させること

ができたと考えている。 

なお、ＪＲ北海道、Ｊ

Ｒ四国及びＪＲ貨物株式

については、国等の関係

機関と連携を図りつつ、

株主総会等を通じ各社の

今後の経営状況の推移を

見極めるとともに、今後

における課題抽出を行う

等、株式の適切な処分方

法の検討等を行った。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．（７）② 旅客鉄道株式会社等の経営自立のための措置等 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成１０年法律第１３６号）

附則第４条第１項第２号、附則第５条第１項、附則第６条第３項 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）附則

第１１条第２項第３号及び第４号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目

標期間最終

年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度   ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

         予算額（千円） 234,753,376 235,034,971 210,379,551 198,323,178  
         決算額（千円） 220,838,771 217,796,356 203,318,229 175,995,017  
         経常費用（千円） 32,568,068 79,632,678 59,581,242 122,546,747  
         経常利益（千円） 73,917,874 14,735,589 32,383,489 370,935,916  
         行政サービス実

施コスト（千円） 
△73,888,338 △14,579,868 △32,286,764 △370,907,483  

         従事人員数 39 39 39 39  
注）・当報告書の１．（７）が含まれる特例業務勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等 
は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ②旅客鉄道株式会

社等の経営自立の

ための措置等 

機構の特例業務

勘定における利益

剰余金等の取扱い

に関する関係三大

臣合意（平成２２年

１２月２１日。以下

「関係三大臣合意」

②旅客鉄道株式会

社等の経営自立の

ための措置等 

旅客鉄道株式会

社等（旅客鉄道株式

会社及び日本貨物

鉄道株式会社に関

する法律の一部を

改正する法律（平成

２７年法律第３６

②旅客鉄道株式会

社等の経営自立の

ための措置等 

北海道旅客鉄道

株式会社、四国旅客

鉄道株式会社及び

日本貨物鉄道株式

会社に対し、以下の

支援措置を実施す

る。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における

所期の目標を達成し

ているかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

１．旅客鉄道株式会社等に対す

る支援措置 

旅客鉄道株式会社等の経営

自立を支援するため、平成２３

年度から、老朽化した鉄道施設

等の更新その他会社の経営基

盤の強化に必要な鉄道施設等

の整備に必要な資金に対して

無利子資金の貸付け又は助成

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画におけ

る所期の目標を達成し

ていると認められるた

め。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 平成２８年度の目標として、旅客鉄道株式会社等に対しては、無利子の資金

の貸付け及び助成金の交付を行った。 

ＪＲ北海道及びＪＲ四国に対して、特別債券の利子を支払うとともに、交付

審査業務等について、適切な業務執行体制の措置を講じ、旅客鉄道株式会社等

のモラルハザードを防止し、誤処理なく適正にかつ効率的に実施した。 

並行在来線の支援措置として、貨物調整金に要する費用に充てるため、特例

業務勘定から建設勘定への繰入れを実施した。 

 以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ
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という。）及び「北

海道旅客鉄道株式

会社及び四国旅客

鉄道株式会社の安

全対策に対する追

加的支援措置につ

いて」（平成２７年

６月３０日国鉄事

第７５号）並びに債

務等処理法附則第

４条及び第５条の

規定に基づき、旅客

鉄道株式会社等（旅

客鉄道株式会社及

び日本貨物鉄道株

式会社に関する法

律の一部を改正す

る法律（平成２７年

法律第３６号）の施

行前は、旅客鉄道株

式会社等に九州旅

客鉄道株式会社を

含む。）に対し、老

朽化した鉄道施設

等の更新その他会

社の経営基盤の強

化に必要な鉄道施

設等の整備に必要

な資金に充てるた

めの無利子の資金

の貸付け又は助成

金の交付等（以下

「貸付け等」とい

う。）を適切に実施

する。また、貸付け

等に当たっては、適

切な資金管理を行

いつつ、法令その他

の基準を遵守し、誤

処理なく適正にか

つ効率的に実施す

号）の施行前は、旅

客鉄道株式会社等

に九州旅客鉄道株

式会社を含む。）に

対し、老朽化した鉄

道施設等の更新そ

の他会社の経営基

盤の強化に必要な

鉄道施設等の整備

に必要な資金に充

てるための無利子

の資金の貸付け又

は助成金の交付等

（以下「貸付け等」

という。）を実施す

る。また、貸付け等

に当たっては、適切

な資金管理を行い

つつ、法令その他の

基準を遵守すると

ともに、旅客鉄道株

式会社等のモラル

ハザードを防止し、

誤処理なく適正に

かつ効率的に実施

する。 

なお、並行在来

線の支援のための

貨物調整金に要す

る費用に充てるた

め、特例業務勘定か

ら建設勘定への繰

入れを実施する。 

・老朽化した鉄道施

設等の更新その他

会社の経営基盤の

強化に必要な鉄道

施設等の整備に必

要な資金に充てる

ための無利子の資

金の貸付け又は助

成金の交付 

・北海道旅客鉄道株

式会社及び四国旅

客鉄道株式会社に

対して発行した鉄

道建設・運輸施設整

備支援機構特別債

券について、国土交

通大臣が定める利

率に基づく利子の

支払 

また、無利子の資

金の貸付け若しく

は助成金の交付又

は利子の支払に当

たっては、適切な資

金管理を行いつつ、

法令その他の基準

を遵守するととも

に、旅客鉄道株式会

社等のモラルハザ

ードを防止し、誤処

理なく適正にかつ

効率的に実施する。 

なお、並行在来線

の支援のための貨

物調整金に要する

費用に充てるため、

特例業務勘定に係

る業務の運営に支

障のない範囲内の

金額として国土交

通大臣の承認を受

金の交付の支援等を実施し、さ

らに、平成２８年度からは、Ｊ

Ｒ北海道及びＪＲ四国に対し

て、安全対策に対する追加的支

援措置を実施した。 

（１）無利子の資金の貸付け又

は助成金の交付 

【既存支援】 

・ＪＲ北海道:１０７億円（無

利子貸付５３億円、助成金５３

億円） 

・ＪＲ四国:５７億円（無利子

貸付２９億円、助成金２９億

円） 

・ＪＲ貨物:１４５億円（無利

子貸付１２７億円、助成金１８

億円） 

【追加支援】 

・ＪＲ北海道:９１億円（無利

子貸付８７億円、助成金４億

円） 

・ＪＲ四国:１７億円（無利子

貸付１７億円） 

注：金額は単位未満四捨五入

のため、合計と合わない場合

がある。 

（２）特別債券の利子の支払 

・ＪＲ北海道:５５億円 

・ＪＲ四国:３５億円 

注:利率は、国土交通大臣が

定める利率（年利２．５％）

である。 

なお、上記支援の措置に当た

っては、関係三大臣合意に基づ

き設置された第三者委員会の

了承を得ていることを確認し、

また、その支援の実施に当たっ

ては適切な資金管理を行いつ

つ、「日本国有鉄道清算事業団

の債務等の処理に関する法律

（平成１０年法律第１３６号）

としたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・ＪＲ北海道、四国、貨物３社へのインフラ更新や安全対策のための無利子貸

し付けと助成、また前２社への追加支援は適切に実施されている。 
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る。 

なお、関係三大臣

合意並びに同法附

則第６条の規定に

基づき、並行在来線

の支援のため、特例

業務勘定から建設

勘定への繰入れを

適切に実施するも

のとする。 

けた金額について、

特例業務勘定から

建設勘定への繰入

れを実施する。 

附則第５条第１項の規定に基

づく無利子資金貸付け又は助

成金交付要綱（平成２４年１月

機構規程第５５号）」、「日本国

有鉄道清算事業団の債務等の

処理に関する法律附則第５条

第１項の規定に基づく北海道

旅客鉄道株式会社及び四国旅

客鉄道株式会社に対する無利

子資金貸付け又は助成金交付

要綱（追加的支援措置）（平成

２８年４月機構規程第１号）」

及び「鉄道建設・運輸施設整備

支援機構特別債券発行要項」を

遵守するとともに、交付審査業

務等について適切な業務執行

体制の措置を講ずることによ

り旅客鉄道株式会社等のモラ

ルハザードを防止し、誤処理な

く適正にかつ効率的に実施し

た。 

 

２．並行在来線の支援措置 

並行在来線の支援のための

貨物調整金に要する費用に充

てるため、特例業務勘定に係る

業務の運営に支障のない範囲

内の金額として国土交通大臣

の承認を受けた金額について

は、「独立行政法人鉄道建設・

運輸施設整備支援機構貨物調

整金繰入基準（平成２３年９月

機構規程３７号）」に基づき、

特例業務勘定から建設勘定へ

の繰入れを実施した（繰入額:

１３８億円）。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（１） 組織の見直し 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （１）組織の見直し 

組織については、業

務の質的・量的な変化

に常に的確に対応でき

る効率的かつ機動的な

体制となるよう見直し

を行いながら、適切に

運営する。 

 なお、国鉄清算事業

西日本支社吹田事務所

については、吹田貨物

ターミナル駅開業後、

残業務の状況を見極め

た上で、中期目標期間

中に廃止する。 

（１）組織の見直し 

業務の質的・量的な変化を

適切に把握して、組織見直し

に関する具体的な計画を策定

し、弾力的な組織の編成、運

営の効率化等を図る。 

なお、国鉄清算事業西日本

支社吹田事務所については、

吹田貨物ターミナル駅開業後

における残業務の状況を見極

めた上で、中期目標期間中に

廃止する。あわせて、国鉄清

算事業西日本支社について

は、業務の進捗状況を踏まえ、

人員の合理化を進める。 

（１）組織の見

直し 

平成２８年度

における組織体

制については、

業務の進捗等に

対応した合理

的、機動的な組

織の編成、運営

の効率化等を図

る。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における

所期の目標を達成し

ているかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

「平成２８年度組織改正計画」等に

基づき、業務の進捗等に対応した弾力

的な組織の編成、運営の効率化等を図

るため、平成２８年度は下記のとおり

組織の新設・改廃を行った。 

・北海道新幹線（新青森・新函館北

斗間）が開業したことによる業務量

の減少に伴い、青森新幹線建設局に

ついて、組織体制を縮小のうえ、「青

森工事事務所」に改組（平成２８年

４月）。 

・梅田駅・吹田信号場基盤整備事業

の進捗による業務量の減少に伴い、

国鉄清算事業西日本支社を廃止（平

成２９年３月末）。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画にお

ける所期の目標を達

成していると認めら

れるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

平成２８年度の目標である業務の進捗等に対応した合理的、機

動的な組織の編成、運営の効率化等が図られたことを踏まえ、中

期目標における所期の目標を達成しているとしてＢとしたもの。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・本社組織・国鉄清算事業関係組織・地方機関の組織の必要な見

直しが即時に実行されたと評価できる。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（２） 経費・事業費の削減 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
一般管理費、人件費の効率化 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（平成２４年度の

一般管理費年度計

画額）（百万円） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

一般管理費（中期目

標）（百万円） 
平成２９年度（特殊要因によ

り増減する経費を除く。）にお

いて平成２４年度比で１５％

程度に相当する額の削減 

28,318 － － － － 24,070 程度  

一般管理費（年度計画

額）（百万円） 
 － 26,999 26,396 26,215  

 

（26,164） 

25,225  

＜25,268＞ 

（25,225） 

≪25,225≫ 

  

 

（24,041） 

≪24,101≫ 

 

削減率（年度計画額と

２４年度計画額との

比較） 

 － △4.7％ △6.8％ △7.4％  

 

（△7.6％） 

△10.9％  

＜△10.8％＞ 

（△10.9％） 

≪△10.9％≫ 

  

 

（△15.1％） 

≪△14.9％≫ 

 

＜参考＞ 
一般管理費（中期計画

上の推計額）（百万円） 

 － 26,999 26,494 26,447  

 

（26,447） 

25,245  

＜25,288＞ 

（25,245） 

≪25,245≫ 

24,060  

＜24,124＞ 

（24,060） 

≪24,060≫ 

 

＜参考＞ 
達成度（中期計画上の

削減率と年度計画の

削減率の比較） 

 － 100％ 105.4％ 112.4％  

 

（115.1％） 

100.6％  

＜100.7％＞ 

（100.6％） 

≪102.1％≫ 

  

 

（100.4％） 

≪100.6％≫ 

 

 

  （注１）本書は、特殊要因を除いた変更後の予算額 

＜＞は、特殊要因を含んだ変更後の予算額 

（）は、特殊要因を除いた当初計画の予算額 

≪≫は、特殊要因を含んだ当初計画の予算額 

（注２）特殊要因は、中央新幹線建設資金貸付等業務に係る経費である。（平成２８年度予算額４３百万円、平成２９年度（当初計画）予算額６０百万円） 

（注３）一般管理費については、人件費を含む。 
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事業費の効率化 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（平成２４年度の

事業費年度計画額） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

事業費（中期目

標）（百万円） 

平成２９年度（特殊

要因により増減す

る経費を除く。）に

おいて平成２４年

度比で５％程度に

相当する額の削減 

1,501,548 － － － － 1,426,471 程度  

事業費（年度計画

額）（百万円） 

※（）書きは当初

計画の金額） 

 － 1,505,282  

 

（1,486,277） 

1,444,601  

 

（1,442,106） 

 

1,277,052  

 

（1,275,491） 

 

1,178,815  

＜2,678,815＞ 

（1,171,928） 

≪1,171,928≫ 

  

 

（929,868） 

≪2,456,373≫ 

 

削減率（各年度計

画額と２４年度

計画額との比較） 

※（）書きは当

初計画の金額 

 － 0.2％  

 

（△1.0％） 

△3.8％  

 

（△4.0％） 

 

△15.0％  

 

（△15.1％） 

△21.5％  

＜78.4％＞ 

（△22.0％） 

≪△22.0％≫ 

 

 

（△38.1％） 

≪63.6％≫ 

 

＜参考＞ 

事業費（中期計画上

の推計額）（百万

円） 

 － 1,486,277  

 

（1,486,277） 

1,482,083  

 

（1,482,083） 

1,378,785  

 

（1,377,732） 

 

1,322,030  

＜2,822,030＞ 

（1,281,061） 

≪1,281,061≫ 

1,001,867  

＜2,515,367＞ 

（1,142,632） 

≪1,142,632≫ 

 

＜参考＞ 

達成率（中期計画上

の削減率と年度

計画の削減率の

比較） 

※（）書きは当初計

画の金額 

 

 － △24.5％  

 

（100％） 

292.6％  

 

（305.4％） 

 

182.9％  

 

（184.1％） 

179.8％  

＜89.2％＞ 

（183.6％） 

≪△25.0％≫ 

  

 

（114.4％） 

≪94.2％≫ 

 

  （注１）本書は、特殊要因を除いた変更後の予算額 

＜＞は、特殊要因を含んだ変更後の予算額 

（）は、特殊要因を除いた当初計画の予算額 

≪≫は、特殊要因を含んだ当初計画の予算額 

（注２）特殊要因は、中央新幹線建設資金貸付等業務に係る経費である。（平成２８年度予算額１,５００,０００百万円、平成２９年度（当初計画）予算額１,５２６,５０５百万円） 
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内航海運活性化融資業務 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（平成２４年度の

事業費年度計画額） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

職員、契約職員の

削減 
中期目標期間終了

時に職員１人、契約

職員４人削減 

－ － 契約職員２名削減 契約職員１名削減 －   

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）経費・事業費

の削減 

業務運営に当たっ

ては法人の自主性、

自律性をもって業務

を遂行するととも

に、法人の不断の経

営努力により、効率

性の高い業務運営を

図る。 

一般管理費（特殊

要因により増減する

経費を除く。）につい

ては、中期目標期間

の最終年度（平成２

９年度）において、

前中期目標期間の最

終年度(平成２４年

度)比で１５％程度

に相当する額を削減

する。 

また、給与水準に

ついては、国家公務

員の給与水準も十分

考慮し、手当を含め

役職員給与の在り方

について厳しく検証

した上で、目標水

準・目標期限を設定

（２）経費・事業費の

削減 

一般管理費（特殊要

因により増減する経費

を除く。）については、

業務量に対応した合理

的、機動的な組織の再

編、効率性の高い業務

運営等を行うことによ

り、中期目標期間の最

終年度（平成２９年度）

において、前中期目標

期間の最終年度(平成

２４年度)比で１５％

程度に相当する額を削

減する。 

また、給与水準につ

いては、国家公務員の

給与水準も十分考慮

し、手当を含め役職員

給与の在り方について

厳しく検証した上で、

目標水準・目標期限を

設定してその適正化に

計画的に取り組むとと

もに、その検証結果及

び取組状況を公表す

る。 

なお、総人件費につ

（２）経費・事業

費の削減 

一般管理費（特

殊要因により増減

する経費を除く。）

については、平成

２９年度において

平成２４年度比で

１５％程度に相当

する額の削減を目

指し、抑制を図る。 

また、給与水準

については、国家

公務員の給与水準

も十分考慮し、手

当を含め役職員給

与の在り方につい

て厳しく検証した

上で、目標水準・

目標期限を設定し

てその適正化に計

画的に取り組むと

ともに、その検証

結果及び取組状況

を公表する。 

なお、総人件費

についても、政府

における総人件費

削減の取組みを踏

＜主な定量的指標＞ 

［一般管理費、人件費

の効率化］ 

・一般管理費削減率

（対２４年度比） 

 

［業務費の効率化］ 

・事業費削減率（対２

４年度比） 

 

［内航海運活性化融

資業務］ 

・職員及び契約職員削

減数 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

［一般管理費、人件費

の効率化］ 

・中期計画における所

期の目標に向け着実

に進捗しているかど

うか等。 

 

［業務費の効率化］ 

・中期計画における所

期の目標に向け着実

＜主要な業務実績＞ 

［一般管理費、人件費の効

率化］ 

・一般管理費の削減推移等

については、「主要な経年

データ」のとおり。 

・給与水準については、国

家公務員の給与水準も十

分考慮し、手当を含め役職

員給与の在り方について

厳しく検証した上で、目標

水準・目標期限を設定して

その適正化に計画的に取

り組むとともに、その検証

結果及び取組状況を公表

した。 

なお、総人件費について

も、政府における総人件費

削減の取組みを踏まえ、厳

しく見直すこととしてい

る。 

 

［業務費の効率化］ 

 事業費の削減推移等は、

「主要な経年データ」のと

おり。 

 

［内航海運活性化融資業

務］ 

＜評定と根拠＞ 

［一般管理費、人件費の効

率化］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標に向け着実に進捗

していると認められるた

め。 

 

［業務費の効率化］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標に向け着実に進捗

していると認められるた

め。 

  

［内航海運活性化融資業

務］ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

① 一般管理費、人件費の効率化 

中期目標では、一般管理費について、平成２９年度において平成２４

年度比で１５％程度に相当する額の削減を目指すとしているなか、平成

２８年度計画における一般管理費（人件費（退職手当等を含む。）、物

件費を含む。特殊要因を除く。）は、２５,２２５百万円であり、平成２

４年度計画予算２８,３１８百万円と比べ、人件費の削減等により３,０

９２百万円（△１０.９％）を削減した。 

 

② 事業費の効率化 

中期目標では、事業費について、平成２９年度において平成２４年度

比で５％程度に相当する額の削減を目指すとしているなか、平成２８年

度計画における事業費（特殊要因を除く。）は、１,１７８,８１５百万

円であり、平成２４年度計画予算１,５０１,５４８百万円と比べ、整備

新幹線整備事業の減等により３２２,７３４百万円（△２１.５％）を削

減した。 

 

③ 内航海運活性化融資業務 

中期目標では、同融資業務について、貸付金の規模も踏まえつつ業務

運営の効率化を図り、同融資業務に係る職員、契約職員及び経費の節減

を行うとしている中、平成２７年度までに３名の契約職員の削減を行っ

ている.。平成２９年度初頭に職員１名及び契約職員１名の削減をするべ

く、平成２８年度においては再度、担務の見直しを行った。 
 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成していると

してＢとしたもの。 

 

＜今後の課題＞ 
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してその適正化に計

画的に取り組むとと

もに、その検証結果

及び取組状況を公表

する。 

なお、総人件費に

ついても、政府にお

ける総人件費削減の

取組みを踏まえ、厳

しく見直す。 

さらに、事業費（特

殊要因により増減す

る経費を除く。）につ

いては、中期目標期

間の最終年度（平成

２９年度）において、

前中期目標期間の最

終年度(平成２４年

度)比で５％程度に

相当する額を削減す

る。 

上記に加え、内航

海運活性化融資業務

については、機構の

資金調達額及び日本

内航海運組合総連合

会（以下「内航総連」

という。）への貸付額

は年々漸減していく

ことから、貸付金の

規模も踏まえつつ業

務運営の効率化を図

り、同融資業務に係

る職員、契約職員及

び経費の削減を行う

ものとする。 

いても、政府における

総人件費削減の取組み

を踏まえ、厳しく見直

す。 

さらに、事業費（特

殊要因により増減する

経費を除く。）について

は、１．（１）④中の鉄

道建設コストの縮減に

係る取組みや契約方式

の改善等を通じて事業

の効率化を推進するこ

とにより、中期目標期

間の最終年度（平成２

９年度）において、前

中期目標期間の最終年

度(平成２４年度)比で

５％程度に相当する額

を削減する。 

上記に加え、内航海

運活性化融資業務につ

いては、貸付金の規模

も踏まえ、同融資業務

を取り巻く環境等を勘

案しつつ、業務運営の

効率化を図り、国にお

いて将来の輸送量、船

腹量の推計に基づき策

定・公表されている資

金管理計画（以下、「資

金管理計画」という。）

を基に、中期目標期間

中に同融資業務に係る

職員を１人、契約職員

を４人、経費について

もこれらに応じて削減

を行う。 

まえ、厳しく見直

す。 

さらに、事業費

（特殊要因により

増減する経費を除

く。）については、

平成２９年度にお

いて平成２４年度

比で５％程度に相

当する額の削減を

目指し、１．（１）

④中の鉄道建設コ

ストの縮減に係る

取組みや契約方式

の改善等の各種効

率化を実施する。 

内航海運活性化

融資業務について

は、中期目標を達

成することができ

るよう、貸付金の

規模も踏まえ、同

融資業務を取り巻

く環境等を勘案し

つつ、各職員の担

務の見直し等業務

運営の効率化を図

る。 

に進捗しているかど

うか等。 

 

［内航海運活性化融

資業務］ 

・中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

平成２９年度初頭に職

員１名及び契約職員１名

の削減を行うべく、担務の

見直しを実施した。 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・いずれの項目についても、中期目標を達成するために必要な努力がな

されている。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（３） 調達等合理化の取組 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （３）調達等合

理化の推進 

「独立行政法

人における調達

等合理化の取組

の 推 進に つい

て」（平成２７

年５月２５日総

務大臣決定）に

基づく取組を着

実に実施し、事

務・事業の特性

を踏まえ、ＰＤ

ＣＡサイクルに

より、公正性・

透明性を確保し

つつ、自律的か

つ継続的に調達

等の合理化を推

進する。 

（３）調達等合理化の

取組 

「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成２７年５月

２５日総務大臣決定）

に基づき、毎年度調達

等合理化計画を策定

し、事務・事業の特性

を踏まえ、ＰＤＣＡサ

イクルにより、公正

性・透明性を確保しつ

つ、自律的かつ継続的

に調達等の合理化に

取り組む。また、入

札・契約の適正な実施

について、監事監査及

び契約監視委員会等

のチェックを受ける。 

（３）調達等合理化の

取組 

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成２７年５月２５日総

務大臣決定）に基づき、

平成２８年度調達等合

理化計画を策定し、事

務・事業の特性を踏ま

え、ＰＤＣＡサイクル

により、公正性・透明

性を確保しつつ、自律

的かつ継続的に調達等

の合理化に取り組む。

また、入札・契約の適

正な実施について、契

約監視委員会等のチェ

ックを受ける。 

＜主な定量的指

標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標

＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画におけ

る所期の目標を

達成しているか

どうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成２７年５月

２５日総務大臣決定）

に基づき、平成２８年

度独立行政法人鉄道

建設・運輸施設整備支

援機構調達等合理化

計画（以下「平成２８

年度調達等合理化計

画」という。）を策定

し、契約監視委員会に

よる点検を受けた上

で公表するとともに、

国土交通大臣に報告

した。 

また、平成２８年度

調達等合理化計画に

定めた重点的に取り

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画に

おける所期の目標

を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

平成２８年度の目標達成のため、機構は「平成２８年度調達等合理化計画」を策定し、契

約監視委員会による点検を受けた上で公表した。 

また、「平成２８年度調達等合理化計画」に定めた重点的に取り組む分野及び調達に関す

るガバナンスの徹底等について着実に実施し、事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイク

ルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組んだ。 

さらに、入札・契約の適正な実施について、監事監査、第三者機関である契約監視委員会

及び入札監視委員会のチェックを受けた。 

なお、鉄道建設工事に関する調達に関しては、一般競争入札が９９．９％となっており、

引き続き入札の透明性・公正な競争の確保が図られている。 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢとしたもの。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・競争性のない随意契約の金額割合を、低下させた努力は評価できる。 
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組む分野及び調達に

関するガバナンスの

徹底等について着実

に実施し、事務・事業

の特性を踏まえ、ＰＤ

ＣＡサイクルにより、

公正性・透明性を確保

しつつ、自律的かつ継

続的に調達等の合理

化に取り組んだ。 

さらに、入札・契約

の適正な実施につい

て、監事監査、第三者

機関である契約監視

委員会及び入札監視

委員会のチェックを

受けた。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２．（４） 資産の有効活用 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （４）資産の有効活用 

宿舎等の保有資産に

ついて、効率的な活用

を図るとともに、利用

実態等に照らして適切

な場合には処分を行

う。 

（４）資産の有効活用 

宿舎等の保有資産

について、「５．重要

な財産の譲渡等に関

する計画」に従って、

資産の処分及び集約

化を図るほか、資産の

効率的な活用を図る。 

（４）資産の有効活用 

宿舎、寮の集約化の

ため、保土ヶ谷寮及び

船橋宿舎については

売却手続きを進める。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画における

所期の目標を達成し

ているかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

保土ヶ谷寮を平成

２９年２月に売却し

た。 

また、船橋宿舎を

平成２９年３月に売

却し、登記手続き中

である。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成している

と認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
保土ヶ谷寮及び船橋宿舎について適切な処分をしたことを踏まえ、中期目標

における所期の目標を達成しているとしてＢとしたもの。 

 
＜今後の課題＞ 
特になし。 

 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（１） 予算、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ３．予算、収支計画

及び資金計画 

（１）予算、収支計

画及び資金計画（別

紙） 

毎年の運営費交

付金額の算定につ

いては、運営費交付

金債務残高の発生

状況にも留意した

上で、厳格に行う。 

３．予算、収支計画

及び資金計画 

（１）予算、収支計

画及び資金計画（別

紙） 

 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

・中期計画の予算、収

支計画及び資金計画

に基づき作成した２

８年度計画の予算、収

支計画及び資金計画

について適正に実施

しているか等。 

＜主要な業務実績＞ 

・平成２８年度の予算、

収支計画及び資金計画の

計画と実績（下記表１参

照） 

・平成２８年度決算報告

書（下記表２参照） 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：年度計画に基づき、

適正に実施したと認められ

るため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
年度計画に基づき、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢと

したもの。 

 
＜今後の課題＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・着実に実行されている。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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表１ 平成 28 年度の予算、収支計画及び資金計画の計画と実績 
 

      

【建設勘定】

予算（計画） 予算（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

収入 収入

国庫補助金等 51,325 国庫補助金等 48,925

地方公共団体建設費負担金 37,725 地方公共団体建設費負担金 35,299

地方公共団体建設費補助金 13,600 地方公共団体建設費補助金 13,626

借入金等 1,028,570 借入金等 1,025,000

財政融資資金借入金 852,200 財政融資資金借入金 852,200

民間借入金 58,370 民間借入金 54,300

鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 118,000 鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 118,500

業務収入 196,978 業務収入 198,040

受託収入 11,270 受託収入 8,581 ※1

業務外収入 2,218 業務外収入 2,894 ※2

他勘定より受入 179,609 他勘定より受入 165,754

計 1,469,969 計 1,449,194

支出 支出

業務経費 業務経費

鉄道建設業務関係経費 267,006 鉄道建設業務関係経費 242,884

受託経費 受託経費

鉄道建設業務関係経費 8,359 鉄道建設業務関係経費 6,829 ※3

借入金等償還 425,388 借入金等償還 425,388

支払利息 17,026 支払利息 12,756 ※4

一般管理費 5,288 一般管理費 3,801 ※5

人件費 16,496 人件費 13,860 ※6

業務外支出 12,432 業務外支出 10,952 ※7

他勘定へ繰入 30,561 他勘定へ繰入 30,920

計 782,556 計 747,391

［人件費の見積もり］　12,219百万円を支出する。 事業規模が予定を下回ったことに伴う減

雑収入があったことによる増

事業規模が予定を下回ったことによる減

借入金利が予定を下回ったことによる減

経費の節減による減

欠員があったことによる減

消費税納付額が予定を下回ったことによる減

収支計画（計画） 収支計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

費用の部 375,353 費用の部 376,108

経常費用 357,974 経常費用 363,349

鉄道建設業務費 342,143 鉄道建設業務費 347,574

受託経費 14,501 受託経費 14,463

一般管理費 1,320 一般管理費 1,096 ※1

減価償却費 10 減価償却費 216 ※2

財務費用 17,358 財務費用 12,591 ※3

雑損 20 雑損 127 ※4

臨時損失 41 ※5

収益の部 376,148 収益の部 376,896

鉄道建設業務収入 208,995 鉄道建設業務収入 208,436

鉄道建設事業費補助金収入 90 鉄道建設事業費補助金収入 89

鉄道建設事業費利子補給金収入 136 鉄道建設事業費利子補給金収入 129

受託収入 14,501 受託収入 14,463

資産見返負債戻入 資産見返負債戻入

資産見返補助金等戻入 151,429 資産見返補助金等戻入 152,359

財務収益 2 財務収益 14 ※6

雑益 995 雑益 991

臨時利益 415 ※7

純利益 795 純利益 788

目的積立金取崩額 － 目的積立金取崩額 －

総利益 795 総利益 788

欠員があったことによる減

ソフトウェアの購入が予定を上回ったことに伴う増

借入金利が予定を下回ったことによる減

補助金の返還があったことによる増

固定資産売却損があったことによる増

利息収入が予定を上回ったことによる増

固定資産売却益があったことによる増

資金計画（計画） 資金計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

資金支出 1,729,500 資金支出 1,854,595

業務活動による支出 358,637 業務活動による支出 288,037 ※1

投資活動による支出 395 投資活動による支出 195,053 ※2

財務活動による支出 425,646 財務活動による支出 456,206

翌年度への繰越金 944,823 翌年度への繰越金 915,299

資金収入 1,729,500 資金収入 1,854,595

業務活動による収入 442,923 業務活動による収入 421,858

受託収入 11,270 受託収入 10,098 ※1

その他の収入 431,653 その他の収入 411,760

投資活動による収入 335 投資活動による収入 153,256 ※3

財務活動による収入 1,028,570 財務活動による収入 1,025,000

前年度よりの繰越金 257,672 前年度よりの繰越金 254,480

事業規模が予定を下回ったことによる減

有価証券の取得があったことによる増

(注) 単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

※1

※2
ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及
び休職者給与に相当する範囲の費用である。

※3

※4

※5

※6

※7

※7

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

有価証券の償還があったことによる増

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※1

※2

※3

【海事勘定】

予算（計画） 予算（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

収入 収入

借入金等 22,200 借入金等 12,800

財政融資資金借入金 18,700 財政融資資金借入金 9,300 ※1

鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 3,500 鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 3,500

業務収入 28,720 業務収入 28,961

受託収入 2 受託収入 － ※2

業務外収入 210 業務外収入 641 ※3

計 51,132 計 42,402

支出 支出

業務経費 業務経費

海事業務関係経費 27,627 海事業務関係経費 15,107 ※4

受託経費 受託経費

海事業務関係経費 2 海事業務関係経費 － ※5

借入金等償還 22,042 借入金等償還 22,042

支払利息 1,616 支払利息 1,033 ※6

一般管理費 161 一般管理費 127 ※7

人件費 646 人件費 577 ※8

業務外支出 2,262 業務外支出 2,211

計 54,356 計 41,097

［人件費の見積もり］　548百万円を支出する。 事業規模が予定を下回ったことに伴う減

調査受託がなかったことに伴う減

雑収入があったことによる増

事業規模が予定を下回ったことによる減

調査受託がなかったことによる減

借入金利が予定を下回ったことによる減

経費の節減による減

欠員があったことによる減

収支計画（計画） 収支計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

費用の部 26,136 費用の部 24,971

経常費用 24,449 経常費用 23,805

海事業務費 23,482 海事業務費 23,048

受託経費 2 受託経費 － ※1

一般管理費 961 一般管理費 751 ※2

減価償却費 5 減価償却費 6 ※3

財務費用 1,685 財務費用 994 ※4

臨時損失 1 臨時損失 173 ※5

収益の部 27,900 収益の部 30,057

運営費交付金収益 1 運営費交付金収益 － ※6

海事業務収入 27,519 海事業務収入 28,515

受託収入 2 受託収入 － ※7

資産見返負債戻入 資産見返負債戻入

資産見返補助金等戻入 0 資産見返補助金等戻入 0

財務収益 4 財務収益 0 ※8

雑益 374 雑益 804 ※9

臨時利益 738 ※10

純利益 1,764 純利益 5,086

目的積立金取崩額 － 目的積立金取崩額 －

総利益 1,764 総利益 5,086

調査受託がなかったことによる減

欠員があったことによる減

工具器具備品の購入があったことに伴う増

借入金利が予定を下回ったことによる減

前期損益修正損があったことによる増

会計処理の変更があったことによる減

調査受託がなかったことに伴う減

利息収入が予定を下回ったことによる減

雑収入があったことによる増

厚生年金基金代行返上益があったことによる増

資金計画（計画） 資金計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

資金支出 60,948 資金支出 58,769

業務活動による支出 3,199 業務活動による支出 2,186 ※1

投資活動による支出 26,931 投資活動による支出 14,565 ※2

財務活動による支出 24,243 財務活動による支出 31,543 ※3

翌年度への繰越金 6,575 翌年度への繰越金 10,476

資金収入 60,948 資金収入 58,769

業務活動による収入 27,522 業務活動による収入 28,341

受託収入 2 受託収入 － ※4

その他の収入 27,520 その他の収入 28,341

投資活動による収入 3,041 投資活動による収入 8,278 ※5

財務活動による収入 22,200 財務活動による収入 20,100

前年度よりの繰越金 8,185 前年度よりの繰越金 2,050

借入金利が予定を下回ったことによる減

事業規模が予定を下回ったことによる減

短期借入金の返済があったことによる増

調査受託がなかったことに伴う減

有価証券の償還があったことによる増

(注) 単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

※1

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、 職員諸手当、 超過勤務手当
及び休職者給与に相当する範囲の費用である。

※2

※3

※4

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

※5

※6

※7

※8

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7

※3

※4

※5

※8

※9

※10

※1

※2
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予算（計画） 予算（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

地域公共交通出資等業務 内航海運活性化融資業務 合　　計 地域公共交通出資等業務 内航海運活性化融資業務 合　　計

収入 収入

運営費交付金 51 － 51 運営費交付金 51 － 51

政府出資金 1,200 － 1,200 政府出資金 － － － ※1

借入金等 借入金等

民間借入金 － 30,592 30,592 民間借入金 － 24,780 24,780 ※2

業務収入 － 33,132 33,132 業務収入 － 33,103 33,103

業務外収入 － 0 0 業務外収入 0 0 0 ※3

計 1,251 63,724 64,975 計 51 57,883 57,934

支出 支出

業務経費 業務経費

地域公共交通等業務関係経費 1,201 30,646 31,847 地域公共交通等業務関係経費 27 24,833 24,860 ※4

借入金等償還 － 32,971 32,971 借入金等償還 － 32,971 32,971

支払利息 － 23 23 支払利息 － 11 11 ※5

一般管理費 12 20 32 一般管理費 4 19 23 ※6

人件費 38 59 97 人件費 37 58 96

業務外支出 － 5 5 業務外支出 － 2 2 ※7

計 1,251 63,724 64,975 計 68 57,894 57,963

［人件費の見積もり］　82百万円を支出する。

内航海運活性化融資業務において、雑収入があったことによる増

内航海運活性化融資業務において、借入金利が予定を下回ったことによる減

経費の節減による減

収支計画（計画） 収支計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

地域公共交通出資等業務 内航海運活性化融資業務 合　　計 地域公共交通出資等業務 内航海運活性化融資業務 合　　計

費用の部 51 159 210 費用の部 68 139 208

経常費用 51 135 186 経常費用 68 131 199

地域公共交通等業務費 1 47 48 地域公共交通等業務費 25 38 62 ※1

一般管理費 50 87 138 一般管理費 44 92 136

減価償却費 0 1 1 減価償却費 0 1 1

財務費用 － 24 24 財務費用 － 9 9 ※2

収益の部 51 156 207 収益の部 78 126 204

運営費交付金収益 51 － 51 運営費交付金収益 78 － 78 ※1

地域公共交通等業務収入 － 156 156 地域公共交通等業務収入 － 124 124 ※3

資産見返負債戻入 0 － 0 資産見返負債戻入 0 － 0

資産見返運営費交付金戻入 0 － 0  資産見返運営費交付金戻入 0 － 0

資産見返補助金等戻入 0 － 0  資産見返補助金等戻入 0 － 0

財務収益 － 0 0 財務収益 0 0 0 ※4

雑益 0 0 0 ※5

臨時利益 － 2 2 ※6

純利益 － △3 △3 純利益 10 △13 △3

目的積立金取崩額 － － － 目的積立金取崩額 － － －

総利益 － △3 △3 総利益 10 △13 △3

地域公共交通出資等業務において、事業計画の変更があったことによる増

内航海運活性化融資業務において、借入金利が予定を下回ったことによる減

内航海運活性化融資業務において、収支計画の見直しによる減

内航海運活性化融資業務において、雑収入があったことによる増

資金計画（計画） 資金計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

地域公共交通出資等業務 内航海運活性化融資業務 合　　計 地域公共交通出資等業務 内航海運活性化融資業務 合　　計

資金支出 1,251 63,823 65,074 資金支出 79 57,997 58,076

業務活動による支出 1,251 30,756 32,007 業務活動による支出 46 24,933 24,979 ※1

投資活動による支出 0 1 1 投資活動による支出 0 0 0 ※2

財務活動による支出 － 32,971 32,971 財務活動による支出 － 32,971 32,971

翌年度への繰越金 － 96 96 翌年度への繰越金 33 93 126

資金収入 1,251 63,823 65,074 資金収入 79 57,997 58,076

業務活動による収入 51 33,132 33,183 業務活動による収入 51 33,103 33,155

運営費交付金による収入 51 － 51 運営費交付金による収入 51 － 51

その他の収入 － 33,132 33,132 その他の収入 0 33,103 33,103

財務活動による収入 1,200 30,592 31,792 財務活動による収入 － 24,780 24,780 ※3

前年度よりの繰越金 － 99 99 前年度よりの繰越金 27 114 141

(注) 単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

内航海運活性化融資業務において、内航海運活性化融資の申込額が予定を下回っ

たことによる減

経費の節減による減

内航海運活性化融資業務において、内航海運活性化融資の申込額が予定を下回っ

たことによる減

※1

※2

※3

※3 内航海運活性化融資業務において、内航海運活性化融資の申込額が予定を下回っ
たことに伴う減

※4

※6

※1

内航海運活性化融資業務において、厚生年金基金代行返上益があったことによる増

※2

※5

【地域公共交通等勘定】

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

※1 地域公共交通出資等業務において、産業投資出資金を要することがなかったことに伴
う減

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及び

休職者給与に相当する範囲の費用である。

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

※2

※3

内航海運活性化融資業務において、内航海運活性化融資の申込額が予定を下回っ
たことに伴う減

内航海運活性化融資業務において、内航海運活性化融資の申込額が予定を下回っ
たことによる減

内航海運活性化融資業務において、消費税納付額が予定を下回ったことによる減

※4

※5

※6

※7

【助成勘定】

予算（計画） 予算（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

鉄道助成業務
中央新幹線

建設資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計 鉄道助成業務
中央新幹線

建設資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計

収入 収入

運営費交付金 － － － 214 － 214 運営費交付金 － － － 214 － 214

国庫補助金等 105,209 － － － － 105,209 国庫補助金等 99,847 － － － － 99,847

国庫補助金 105,072 － － － － 105,072 国庫補助金 99,717 － － － － 99,717

政府補給金 137 － － － － 137 政府補給金 130 － － － － 130

借入金等 借入金等

財政融資資金借入金 － 1,500,000 － － － 1,500,000 財政融資資金借入金 － 1,500,000 － － － 1,500,000

業務収入 － － 358,446 422 － 358,868 業務収入 － － 358,446 372 － 358,817

業務外収入 1 － 24 0 － 26 業務外収入 6 － 0 0 － 6 ※1

他勘定より受入 30,561 － － － － 30,561 他勘定より受入 30,920 － － － － 30,920

他経理より受入 72,431 － 30,560 － △102,991 - 他経理より受入 62,210 － 30,560 － △92,770 －

計 208,202 1,500,000 389,030 636 △102,991 1,994,877 計 192,983 1,500,000 389,006 586 △92,770 1,989,804

支出 支出

業務経費 業務経費

鉄道助成業務関係経費 12,259 1,500,000 － 6 － 1,512,265 鉄道助成業務関係経費 10,130 1,500,000 － 4 － 1,510,134

借入金等償還 － － 131,687 － － 131,687 借入金等償還 － － 131,687 － － 131,687

支払利息 － － 4,078 － － 4,078 支払利息 － － 4,034 － － 4,034

一般管理費 － － － 149 － 149 一般管理費 － － － 142 － 142

人件費 － － － 453 － 453 人件費 － － － 393 － 393 ※2

業務外支出 2 － － 28 － 30 業務外支出 366 － － 22 － 388 ※3

他勘定へ繰入 165,381 － 180,834 － － 346,216 他勘定へ繰入 151,927 － 191,055 － － 342,982

他経理へ繰入 30,560 － 72,431 － △102,991 － 他経理へ繰入 30,560 － 62,210 － △92,770 －

計 208,202 1,500,000 389,030 636 △102,991 1,994,877 計 192,983 1,500,000 388,987 562 △92,770 1,989,761

［人件費の見積もり］　392百万円を支出する。 債務償還業務において、利息収入が予定を下回ったことによる減

欠員があったことによる減

収支計画（計画） 収支計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

鉄道助成業務
中央新幹線

建設資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計 鉄道助成業務
中央新幹線

建設資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計

費用の部 177,642 1,533 424,046 612 △72,431 531,401 費用の部 161,316 2,086 413,782 535 △62,210 515,508

経常費用 177,640 － 354,997 612 △72,431 460,817 経常費用 161,254 － 344,776 535 △62,210 444,354

鉄道助成業務費 177,640 － 354,997 － △72,431 460,206 鉄道助成業務費 161,254 － 344,776 － △62,210 443,820

一般管理費 － － － 608 － 608 一般管理費 － － － 531 － 531 ※1

減価償却費 － － － 3 － 3 減価償却費 － － － 3 － 3

財務費用 － 1,533 69,049 － － 70,582 財務費用 － 2,086 69,006 － － 71,091

雑損 2 － － － － 2 雑損 62 － － － － 62 ※2

収益の部 177,642 1,533 358,470 609 △72,431 465,822 収益の部 161,316 2,086 358,446 620 △62,210 460,257

運営費交付金収益 － － － 214 － 214 運営費交付金収益 － － － 215 － 215

鉄道助成業務収入 72,431 1,533 358,446 394 △72,431 360,372 鉄道助成業務収入 62,210 2,086 358,446 344 △62,210 360,875

補助金等収益 105,209 － － － － 105,209 補助金等収益 99,044 － － － － 99,044

退職給付引当金戻入益 － － － 5 － 5

資産見返負債戻入 － － － 0 － 0 資産見返負債戻入 － － － 0 － 0

資産見返運営費交付金戻入 － － － 0 － 0 資産見返運営費交付金戻入 － － － 0 － 0

資産見返補助金等戻入 － － － 0 － 0 資産見返補助金等戻入 － － － 0 － 0

財務収益 － － 24 － － 24 財務収益 － － 0 0 － 0 ※3

雑益 2 － － 0 － 2 雑益 62 － － 0 － 63 ※4

臨時利益 － － － 55 － 55 ※5

純利益 － － △65,576 △3 － △65,579 純利益 － － △55,336 85 － △55,251

目的積立金取崩額 － － 65,576 － － 65,576 目的積立金取崩額 － － 55,336 － － 55,336

総利益 － － － △3 － △3 総利益 － － － 85 － 85

債務償還業務において、利息収入が予定を下回ったことによる減

資金計画（計画） 資金計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

鉄道助成業務
中央新幹線

建設資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計 鉄道助成業務
中央新幹線

建設資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計

資金支出 208,202 1,500,000 389,126 941 △102,991 1,995,277 資金支出 192,075 1,500,000 422,622 968 △92,770 2,022,895

業務活動による支出 208,202 1,500,000 142,063 636 △102,991 1,747,909 業務活動による支出 192,075 1,500,000 131,799 554 △92,770 1,731,658

投資活動による支出 － － － 3 － 3 投資活動による支出 － － 300 1 － 301 ※1

財務活動による支出 － － 246,967 － － 246,967 財務活動による支出 － － 290,388 － － 290,388 ※2

翌年度への繰越金 － － 96 302 － 398 翌年度への繰越金 － － 135 413 － 548

資金収入 208,202 1,500,000 389,126 941 △102,991 1,995,277 資金収入 192,075 1,500,000 422,622 968 △92,770 2,022,895

業務活動による収入 208,202 － 389,030 639 △102,991 494,880 業務活動による収入 192,075 － 389,006 595 △92,770 488,905

運営費交付金による収入 － － － 214 － 214 運営費交付金による収入 － － － 214 － 214

補助金等による収入 105,209 － － － － 105,209 補助金等による収入 98,939 － － － － 98,939

その他の収入 102,993 － 389,030 425 △102,991 389,457 その他の収入 93,136 － 389,006 380 △92,770 389,752

投資活動による収入 － － 300 － － 300 ※3

財務活動による収入 － 1,500,000 － － － 1,500,000 財務活動による収入 － 1,500,000 33,200 － － 1,533,200

前年度よりの繰越金 － － 96 302 － 398 前年度よりの繰越金 － － 116 373 － 489

（注１）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。

（注２）「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の一部を改正する法律」(平成28年法律第79号)の施行に伴い、平成28年11月18日に、 助成勘定に中央新幹線建設資金貸付等業務が創設された。

※3

欠員があったことによる減

鉄道助成業務において、国庫補助金の返納があったことによる増

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の費用であ
る。

※1

※2

※3

※1

※2

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

鉄道助成業務において、国庫補助金の返納があったことによる増

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

債務償還業務において、有価証券の取得があったことによる増

債務償還業務において、短期借入金の返済があったことによる増

債務償還業務において、有価証券の償還があったことによる増

※2

※3

※4

※5

※1

厚生年金基金代行返上益があったことによる増

鉄道助成業務において、助成金の返還があったことによる増
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予算（計画） 予算（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

収入 収入

業務収入 118,109 業務収入 423,000 ※1

業務外収入 32 業務外収入 91 ※2

他勘定より受入 180,834 他勘定より受入 191,055

計 298,976 計 614,147

支出 支出

業務経費 業務経費

特例業務関係経費 172,629 特例業務関係経費 151,344 ※3

支払利息 9,510 支払利息 9,510

一般管理費 1,391 一般管理費 875 ※4

人件費 555 人件費 437 ※5

業務外支出 11 業務外支出 1 ※6

他勘定へ繰入 14,227 他勘定へ繰入 13,827

計 198,323 計 175,995

鉄道施設等整備支援事業助成費の返還があったことによる増

鉄道施設等整備支援事業貸付金の貸付額が予定を下回ったことによる減

欠員があったことによる減

収支計画（計画） 収支計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

費用の部 162,289 費用の部 122,551

経常費用 152,777 経常費用 113,036

特例業務費 150,970 特例業務費 111,655 ※1

一般管理費 1,783 一般管理費 1,328 ※2

減価償却費 24 減価償却費 53 ※3

財務費用 9,511 財務費用 9,511

臨時損失 4 ※4

収益の部 176,761 収益の部 493,483

特例業務収入 111,175 特例業務収入 427,822 ※5

財務収益 65,581 財務収益 65,563

雑益 5 雑益 97 ※6

純利益 14,472 純利益 370,932

目的積立金取崩額 － 目的積立金取崩額 －

総利益 14,472 総利益 370,932

土地売却収入の収納時期が遅れたことに伴う減

建物の償却が予定を上回ったことによる増

賠償償還及払戻金があったことによる増

鉄道施設等整備支援事業助成費の返還があったことによる増

資金計画（計画） 資金計画（実績）

（単位：百万円） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

資金支出 362,328 資金支出 823,958

業務活動による支出 197,811 業務活動による支出 175,238 ※1

投資活動による支出 2 投資活動による支出 178,211 ※2

財務活動による支出 510 財務活動による支出 1 ※3

翌年度への繰越金 164,005 翌年度への繰越金 470,509

資金収入 362,328 資金収入 823,958

業務活動による収入 166,638 業務活動による収入 489,907 ※4

投資活動による収入 115,280 投資活動による収入 243,001 ※5

前年度よりの繰越金 80,409 前年度よりの繰越金 91,050

鉄道施設等整備支援事業貸付金の貸付額が予定を下回ったことによる減

資金計画の見直しによる減

有価証券の償還があったことによる増

(注) 単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。

有価証券の取得があったことによる増

ＪＲ九州株式の売却価格が予定を上回ったことによる増

消費税納付額が予定を下回ったことによる減

派遣職員人件費負担金が予定を下回ったことによる減

【特例業務勘定】

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

［人件費の見積もり］ 450百万円を支出する。

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当
及び休職者給与に相当する範囲の費用である。

ＪＲ九州株式の売却価格が予定を上回ったことによる増

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

区　　　　　　　分 区　　　　　　　分

派遣職員人件費負担金が予定を下回ったことによる減

ＪＲ九州株式の売却価格が予定を上回ったことによる増

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※1

※2

※3

※4

※4

※5

※5

※6

※1

※2

※3
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表２ 決算報告書 
 

     
  

　　決　　　算　　　報　　　告　　　書　　

　　収　　　　　　　　　　入　　

【総括表】 （単位 ： 円）

区　　　　　　　　　　　　　　分

（款）運営費交付金 265,653,000 265,653,000 0

（款）国庫補助金 105,071,800,000 99,716,731,033 -5,355,068,967

（款）地方公共団体建設費負担金 37,725,000,000 35,299,030,163 -2,425,969,837

（款）地方公共団体建設費補助金 13,600,000,000 13,626,386,739 26,386,739

（款）政府補給金 137,000,000 130,040,714 -6,959,286

（款）政府出資金 1,200,000,000 0 -1,200,000,000 地域公共交通等勘定において、産業投資出資金を要することがなかったことに伴う減

（款）民間出えん金 0 0 0

（款）財政融資資金借入金 2,370,900,000,000 2,361,500,000,000 -9,400,000,000

（款）民間借入金 88,962,000,000 79,080,000,000 -9,882,000,000 地域公共交通等勘定において、内航海運活性化融資の申込額が予定を下回ったことに伴う減

（款）鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 121,500,000,000 122,000,490,000 500,490,000

（款）業務収入 735,806,152,000 1,041,920,976,884 306,114,824,884 特例業務勘定において、ＪＲ九州株式の売却価格が予定を上回ったことによる増

（款）受託収入 11,271,998,000 8,580,556,829 -2,691,441,171 建設勘定において、事業規模が予定を下回ったことに伴う減

（款）寄附金等収入 0 0 0

（款）業務外収入 2,485,794,000 3,632,790,267 1,146,996,267 建設勘定において、雑収入があったことによる増

3,488,925,397,000 3,765,752,655,629 276,827,258,629

(注1)  勘定間繰入を含んでいない。

(注2)  予算額は、年度計画予算額である。

(注3)  「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の一部を改正する法律」(平成28年法律第79号、以後「改正法」という。)の施行に伴い、平成28年11月18日に、

 　　　  助成勘定に中央新幹線建設資金貸付等業務が創設された。

収　　　入　　　合　　　計

備 考予 算 額 決 算 額 差 額

　　決　　　算　　　報　　　告　　　書　　

　　支　　　　　　　　　　出　　

【総括表】 （単位 ： 円）

区　　　　　　　　　　　　　　分

（項）業務経費 2,011,373,543,000 1,944,328,411,135 -67,045,131,865

（項）受託経費 8,361,398,000 6,829,194,859 -1,532,203,141 建設勘定において、事業規模が予定を下回ったことによる減

（項）借入金等償還 612,087,376,000 612,087,376,000 0

（項）支払利息 32,252,516,000 27,344,569,449 -4,907,946,551 建設勘定において、借入金利が予定を下回ったことによる減

（項）一般管理費 7,021,488,000 4,968,666,427 -2,052,821,573 建設勘定において、経費の節減による減

（項）人件費 18,246,893,000 15,363,425,859 -2,883,467,141 建設勘定において、欠員があったことによる減

（項）業務外支出 14,739,984,000 13,555,582,380 -1,184,401,620

2,704,083,198,000 2,624,477,226,109 -79,605,971,891

(注1)  勘定間繰入を含んでいない。

(注2)  予算額は、年度計画予算額である。

(注3)  「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法の一部を改正する法律」(平成28年法律第79号、以後「改正法」という。)の施行に伴い、平成28年11月18日に、

 　　　  助成勘定に中央新幹線建設資金貸付等業務が創設された。

支　　　出　　　合　　　計

予 算 額 決 算 額 差 額 備 考
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３．（２） 財務内容の改善（円滑な資金調達と確実な貸付金の回収） 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前目標期間最終

年度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

内航海運活性化融資  調達する借入金を

前年度以下 

４６１億円 ３８０億円 ３３０億円 ２４８億円  平成２４年度末残高５２８億円 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４．財務内容の改善

に関する事項 

 

（１）資金調達 

毎年度の資金計

画を策定するとと

もに、計画的な債券

発行等を通じて、資

金調達コストの抑

制を図る。 

 

（２）貸付金の回収 

貸付金について

回収計画を策定し、

確実な回収を図る

とともに、内航海運

活性化融資業務に

よる融資を受けて

内航総連が実施し

ている内航海運暫

定措置事業につい

ては、廃止の方針が

決定しており、国が

（２）財務内容の改

善（円滑な資金調達

と確実な貸付金の

回収） 

資金調達に当た

っては、毎年度の資

金計画を策定し、資

金の一元管理を通

じ、短期資金及び長

期資金の併用等に

よる柔軟かつ効率

的な資金調達を行

うことにより、調達

コストの抑制を図

る。 

特に、整備新幹線

事業の資金調達に

ついては、北海道新

幹線（新函館北斗・

札幌間）、北陸新幹

線（金沢・敦賀間）

及び九州新幹線（武

雄温泉・長崎間）の

（２）財務内容の改

善（円滑な資金調達

と確実な貸付金の

回収） 

資金調達に当た

っては、資金計画を

策定し、資金の一元

管理を通じ、勘定間

融通を含めた短期

資金及び多様な長

期資金（シンジケー

トローン及び財投

機関債等）を併用し

た柔軟かつ効率的

な資金調達を行う

ことにより、資金調

達コストの抑制を

図る。 

特に、整備新幹線

事業の資金調達に

ついては、北海道新

幹線（新函館北斗・

札幌間）、北陸新幹

＜主な定量的指標＞ 

・内航海運活性化融資

業務において、調達す

る借入金を前年度以

下 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

１．資金調達 

資金計画の策定、資金

の一元管理を通じ、短期

資金及び長期資金を併用

した柔軟かつ効率的な資

金調達を行い、資金調達

コストの低減を図った。 

 また投資家層の拡大を

目的とした個別ＩＲ活動

等を多数実施した。 

 

２．貸付金回収業務（船

舶改造融資業務） 

 既に廃止された船舶の

改造融資業務について

は、平成２８年度も引き

続き、回収計画に基づき、

債権管理及び貸付金等の

回収を適切に実施した。 

  

３．内航海運活性化融資

業務 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

平成２８年度の以下の目標達成のため、以下の業務をそれぞれ実施。 

１.資金調達 

資金計画の策定、資金の一元管理を通じ、資金調達コストの低減を図った。 

また投資家層の拡大を目的とした個別ＩＲ活動等を多数実施した。 

２.貸付金回収業務（船舶改造融資業務） 

既に廃止された貸付金回収業務については、平成２８年度も引き続き実施

し、債権管理及び貸付金等の回収を適切に実施した。 

３．内航海運活性化融資業務 

 平成２８年度の同融資業務については、内航総連から貸付金を約定通り回収

するとともに、内航総連の財務内容等を審査した上で、前年度以下の借入金の

調達による新規の融資を行った。 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・当年度も目標は達成されている。 



59 
 

将来の輸送量、船腹

量の推計に基づき

策定・公表する資金

管理計画を基に、内

航海運活性化融資

業務において調達

する借入金が前年

度以下となるよう

に貸付金の回収を

適切に行う。 

 

（３）運営費交付金 

毎年の運営費交

付金額の算定につ

いては、運営費交付

金債務残高の発生

状況にも留意した

上で、厳格に行う。 

建設事業の着実な

推進のため、平成２

８年８月２日に閣

議決定された、「未

来への投資を実現

する経済対策」等も

踏まえ、低金利状況

を活かした財政投

融資の手法の積極

的な活用・工夫を図

る。 

船舶の改造に係

る貸付金について

は、毎年度回収計画

を策定し、確実な回

収を図るとともに、

内航海運活性化融

資業務については、

資金管理計画を基

に、調達する借入金

が前年度以下とな

るように、新規の融

資及び貸付金の回

収を適切に行う。 

線（金沢・敦賀間）

及び九州新幹線（武

雄温泉・長崎間）の

建設事業の着実な

推進のため、平成２

８年８月２日に閣

議決定された、「未

来への投資を実現

する経済対策」等も

踏まえ、低金利状況

を活かした財政投

融資の手法の積極

的な活用・工夫を図

る。 

また、投資家層の

拡大等による安定

的な資金調達を目

的として、投資家に

対する継続的なＩ

Ｒ活動を実施する。 

船舶の改造に係

る貸付金について

は、回収計画を策定

し、確実な回収を図

るとともに、内航海

運活性化融資業務

については、資金管

理計画を基に、調達

する借入金が前年

度以下となるよう

に、新規の融資及び

貸付金の回収を適

切に行う。 

内航海運活性化融資業

務については、貸付金を

約定どおり回収し、内航

総連の財務内容等を慎重

に審査した上で、政府保

証の範囲内で調達する借

入金が前年度以下となる

ように、新規の融資を適

切に行った。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４． 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  ４．短期借入金の限

度額 

年度内における

一時的な資金不足

等に対応するため

の短期借入金の限

度額は、２６０,０

００百万円とする。 

４．短期借入金の限

度額 

 平成２８年度に

おける一時的な資

金不足等に対応す

るための短期借入

金の限度額は、２６

０,０００百万円と

する。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

年度を通じ借入限度額内

で推移した。 

ピーク時借入額：２３,

２００百万円（平成２８

年６月１７日） 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

年度の目標では、短期借入金の限度額は、２６０,０００百万円としている

なか、ピーク時借入額：２３,２００百万円（平成２８年６月１７日）であり、

年度を通じ借入限度額内で推移したことを踏まえ、中期目標における所期の目

標を達成しているとしてＢとしたもの。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・年度内目標を達成している。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（１）① 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ① 内 部 統 制 の 充

実・強化 

「独立行政法人

の業務の適正を確

保するための体制

等の整備」（平成２

６年１１月２８日

総務省行政管理局

長通知）に基づき、

業務方法書に定め

た事項を確実に実

施する。 

特に、北陸新幹線

融雪・消雪基地機械

設備工事の入札に

おける情報漏えい

事案等の反省に立

ち、国の動向や他の

独立行政法人の取

組みも参考にし、コ

ンプライアンス体

① 内 部 統 制 の 充

実・強化 

「独立行政法人

の業務の適正を確

保するための体制

等の整備」（平成２

６年１１月２８日

総務省行政管理局

長通知）に基づき、

業務方法書に定め

た事項を確実に実

施する。 

特に、北陸新幹線

融雪・消雪基地機械

設備工 事の入札

における情報漏え

い事案等の反省に

立ち、国の動向や他

の独立行政法人の

取組みも参考にし、

理事長の強いリー

①内部統制の充実・強化 

「独立行政法人の業務

の適正を確保するための

体制等の整備」（平成２６

年１１月２８日総務省行

政管理局長通知）に基づ

き、業務方法書に定めた

事項を確実に実施する。 

特に、北陸新幹線の融

雪・消雪基地機械設備工

事の入札における情報漏

えい事案等の反省に立

ち、調査報告書（平成２

６年９月２６日機構公

表）にある再発防止対策

の内容に沿って、国の動

向や他の独立行政法人の

取組みも参考にし、理事

長の強いリーダーシップ

のもと、コンプライアン

ス体制やガバナンスの強

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

１．北陸新幹線融雪・消

雪基地機械設備工事の入

札における情報漏えい事

案等に係る再発防止対策

の実施 

（１）コンプライアンス

体制の強化 

（２）ガバナンスの強化 

（３）入札・契約監視機

能の強化 

（４）入札契約手続きの

見直し 

（５）情報管理の徹底 

 

２．内部統制委員会での

取組み 

（１）統制環境の継続的

な整備・運用 

（２）リスク管理に係る

取組みの推進 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：平成２６年９月２６

日に公表した調査報告書

に記載した北陸新幹線融

雪・消雪基地機械設備工事

の入札における情報漏え

い事案等に係る再発防止

対策については、全ての項

目について対応を行い、講

じた措置を実効あらしめ

るため、定期的な検証を行

っている。 

また、機構業務の適切な

実施のための取組みとし

て、理事長を委員長とする

内部統制委員会で、統制環

境の継続的な整備・運用、

リスク管理に係る取組み

の推進、統制活動の継続等

に着実に取り組んだ。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

平成２５年度に発覚した北陸新幹線融雪・消雪基地機械設備工事の入札

における情報漏洩事案等があったが、平成２８年度の目標として、内部統

制の充実強化等を行い、再発防止のために必要な体制を満たしている。 

北陸新幹線融雪・消雪基地機械設備工事の入札における情報漏洩事案等

にかかる再発防止対策を引き続き実施した。 

理事長を委員長とし、全役員が参画する内部統制委員会において、「平成

２８年度内部統制に係る取組計画」を策定した。 

以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとし

てＢとしたもの。 

 

＜今後の課題＞ 

 今後も、再発防止の徹底を図るべく、コンプライアンスの推進に係る取

組みを継続して実施していくことが必要。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・内部統制委員会を通じた取り組みを評価できる。 
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制やガバナンスの

強化、入札・契約監

視機能の強化、入札

契約手続きの見直

し、情報管理の徹底

等を行い、入札談合

等関与行為等の再

発防止に徹底的に

取組むとともに、業

務の適正を確保す

るための体制を整

備する。 

また、法人の長の

リーダーシップの

もと、内部統制の取

組みについて実態

把握、継続的な分

析、必要な見直しを

行う。 

ダーシップのもと、

コンプライアンス

体制やガバナンス

の強化、入札・契約

監視機能の強化、入

札契約手続きの見

直し、情報管理の徹

底等を行い、入札談

合等関与行為等の

再発防止に徹底的

に取組むとともに、

業務の適正を確保

するための体制を

整備する。 

また、理事長のリ

ーダーシップのも

と、理事長を委員長

とし、全役員が参画

する内部統制委員

会を中心に、機構の

ミッションや中期

目標の達成を阻害

する要因（リスク）

の把握・対応を行う

など、内部統制の取

組みについて実態

把握、継続的な分

析、必要な見直しを

行い、内部統制の充

実・強化を図る。 

化、入札・契約監視機能

及び入札契約手続きの適

正な運用、情報管理の徹

底等を行い、引き続き入

札談合等関与行為等の再

発防止に徹底的に取組む

とともに、研修の開催等

を通じて、業務の適正を

確保するための体制を整

備し、内部統制の充実・

強化を図る。 

また、理事長のリーダ

ーシップのもと、理事長

を委員長とし、全役員が

参画する内部統制委員会

を中心に、機構のミッシ

ョンや中期目標の達成を

阻害する要因（リスク）

の把握・対応を行うなど、

内部統制の取組みについ

て実態把握、継続的な分

析、必要な見直しを行い、

内部統制の充実・強化を

図る。 

船舶関係業務について

は、財務の健全性及び適

正な業務運営を確保する

ため、共有船舶関係リス

ク管理委員会を開催し、

審査・管理業務について、

財務状況やリスク管理状

況を専門的に点検するこ

と等により金融業務に係

る内部ガバナンスの高度

化を図る。 

（３）統制活動の継続 

（４）円滑な情報の共有

に係る取組み 

（５）情報システムの整

備・利用に関する基本方

針に沿った対応 

（６）内部統制システム

のモニタリング 

 

３．金融業務に係る内部

ガバナンスの高度化 

「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」

（平成２５年１２月２４

日閣議決定）を踏まえ、

財務の健全性及び適正な

業務運営を確保するため

設置された外部有識者に

より構成される「共有船

舶関係リスク管理委員

会」を開催し、船舶共有

建造業務における財務状

況や、審査・管理業務に

ついてのリスク管理状況

を専門的に点検した。 

 

＜課題と対応＞ 

・平成２８年度は、北陸新

幹線融雪・消雪基地機械設

備工事の入札における情

報漏えい事案等に関する

調査報告書（平成２６年９

月２６日公表）に記載した

再発防止対策の全ての項

目について運用状況のフ

ォローアップを行った。今

後は、コンプライアンスの

推進に係る取組みを形骸

化させず、組織全体に浸透

させていくため、コンプラ

イアンスに係る知識の習

得、コンプライアンス意識

の維持向上に継続的に取

り組んでいくとともに、講

じた再発防止対策の運用

状況についてのフォロー

アップを継続し、運用状況

を踏まえた見直しを行う

ことで、同様の事案を二度

と発生させないよう、不断

の努力を続けていく。 

また、内部統制について

は、業務方法書に規定した

内部統制システムに基づ

く取組みを行いつつ検証

を実施し、適宜見直しを図

り、その強化を図ってい

く。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（１）② ②情報セキュリティ対策の推進 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ②情報セキュリテ

ィ対策の推進 

政府の方針に基

づき、法人が保有す

る情報システムに

対するサイバー攻

撃への防御能力強

化、攻撃に対する組

織的対応能力の強

化等の適切な情報

セキュリティ対策

を推進する。 

②情報セキュリテ

ィ対策の推進 

政府の方針に基

づき、情報セキュリ

テ ィ に 関 す る 研

修・自己点検を行う

など、情報セキュリ

ティ対策を推進す

る。 

②情報セキュリティ

対策の推進 

「サイバーセキュ

リティ戦略」等の政

府の方針に基づき、

情報セキュリティ研

修の充実、全業務従

事者への自己点検の

実施、本社及び地方

機関での情報セキュ

リティ監査等に取組

み、ＰＤＣＡサイク

ルによるスパイラル

アップを機能させ、

情報セキュリティ対

策を推進する。 

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

 「政府機関の情報セキ

ュリティ対策のための統

一基準群（平成２８年度

版）」改正に伴い機構情報

セキュリティポリシー等

規程類の改正を行った。

また、機構の情報セキュ

リティレベルの維持、向

上を図るため、研修・自

己点検・監査を行うこと

でＰＤＣＡサイクルを機

能させ情報セキュリティ

対策を推進した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成している

と認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 平成２８年度の目標として、情報セキュリティポリシー等規程類の改正を行

い、機構の情報セキュリティレベルの維持、向上を図るため、研修・自己点検・

監査を行うことでＰＤＣＡサイクルを機能させ情報セキュリティ対策を推進

したことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢとし

たもの。 

 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

 

＜その他事項＞ 

（外部有識者からの意見） 

・着実に実行されている。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（１）③ 情報公開の推進 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ③情報公開の推進 

業務全般、独立行

政法人会計基準等

に従って作成した

財務情報等につい

て広く情報公開を

推進するとともに、

外部の知見の積極

的な活用を図り、業

務運営の透明性を

確保する。 

③情報公開の推進 

業務の透明性の

確保と対外的な情

報提供を推進する

ため、主な業務の実

施状況、役職員の給

与水準、入札結果や

契約の情報、財務の

状況等について、ホ

ームページ等にお

いてわかりやすい

形で公表する。 

業務の実施に当

たって、第三者委員

会を適切に活用す

るなど外部の知見

の積極的な活用を

図る。 

機構が果たして

いる役割、業務につ

いて国民の理解を

③情報公開の推進 

主な業務の実施

状況、役職員の給与

水準、入札結果や契

約の情報、財務の状

況等について、ホー

ムページ等におい

てわかりやすい形

で公表する。 

業務の実施に当

たって、外部有識者

で構成された第三

者委員会における

意見等を踏まえ、こ

れを適切に実際の

業務運営等に反映

させるなど外部の

知見の積極的な活

用を図る。 

機構が果たして

いる役割、業務につ

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

１．ホームページ等での

公表 

主な業務の実施状況、

役職員の給与水準、入札

結果や契約の情報、財務

の状況等について、適切

にホームページ等で公表

した。 

 

２．第三者委員会の開催 

外部有識者で構成され

た第三者委員会における

意見等を踏まえ、外部の

知見を積極的に活用し

た。 

 

３．広報関係 

（１）マスコミ等対応 

マスコミ等からの取材

等、プレスリリース等の

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
「鉄道フェスティバル」の記念イベントに参加するとともに、鉄道建設の現

場見学会における地元住民等への工事に関する具体的な説明を通じ、機構の鉄

道建設事業に対する理解の促進を図ったことを踏まえ、中期目標における所期

の目標を達成しているとしてＢとしたもの。 
 
＜今後の課題＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・情報公開は着実に実行されている。 
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促進するため、ホー

ムページや広報誌

を通じた広報はも

とより、イベント、

現場見学会等の機

会を通じて、業務内

容等の情報提供に

努める。 

いて国民の理解を

促進するため、ホー

ムページを引き続

き充実させる。ま

た、広報誌等を通じ

たよりわかりやす

い広報活動を着実

に行うとともに、機

構業務全般のパン

フレットについて

事業の実施状況に

合わせた内容に更

新する。さらに、イ

ベント、現場見学会

等の機会を通じて、

国民に対する情報

発信を積極的に進

める。 

対応を行った。 

（２）機構からの情報発

信 

ホームページの活用、

広報誌「鉄道・運輸機構

だより」の発行（年４回

季刊）、各種パンフレット

等により情報発信を行っ

た。 

 

４．国民に対する情報発

信 

「鉄道の日」実行委員

会等が主催する「鉄道フ

ェスティバル」の記念イ

ベントへの参加や、工事

の進捗にあわせた鉄道建

設の現場見学会等を開催

するなど、国民に対する

情報発信を積極的に行っ

た。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（１）④ 環境への配慮 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         
         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ④環境への配慮 

業務の実施に当

たっては、環境の保

全について配慮す

るとともに、自然環

境保全対策、地球温

暖化対策等に努め

る。 

④ 環境への配慮 

業務の実施に際

しての環境負荷を

低減するため、機構

で定める「環境行動

計画」に基づき、温

室効果ガス（ＣＯ₂）

排出量の削減に向

けたオフィス活動

における取組みの

ほか、職員の環境意

識の向上に資する

研修等の実施、建設

工事等により発生

する建設廃棄物の

リサイクルやグリ

ーン調達等の取組

みを強化する。ま

た、これらの取組み

の状況や成果を盛

り込んだ「環境報告

④環境への配慮 

機構で定める「環

境行動計画」に基づ

き、温室効果ガス

（ＣＯ₂）排出量の

削減に向けたオフ

ィス活動における

取組みのほか、各業

務における環境負

荷の低減に係る取

組みを着実に推進

する。 

また、職員の環境

意識の向上等を目

的とした研修を実

施するとともに、建

設工事等により発

生する建設廃棄物

のリサイクル及び

グリーン調達等の

取組みを実施する。

＜主な定量的指標＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

中期計画における所

期の目標を達成して

いるかどうか等。 

＜主要な業務実績＞ 

 オフィス活動における

環境負荷の低減や業務の

実施に際しての環境への

配慮等の取組みをまとめ

た、新たな「環境行動計

画」を平成２６年４月に

策定し、この計画に基づ

いて引き続き環境負荷低

減に向けて取り組んだ。 

オフィス活動に伴う温室

効果ガス（ＣＯ₂）排出量

を削減するため、全業務

従事者を対象とした｢環

境対策に係る業務研修」

を実施するとともに、オ

フィス活動に伴う環境負

荷状況を全社的に共有す

るため、「現状の可視化」

として、四半期ごとのデ

ータ等をイントラネット

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画における所

期の目標を達成していると

認められるため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

環境対策として、「環境行動計画」に基づいて引き続き環境負荷低減に向け

て取り組んだ。 

また、共有船舶建造において、政策効果のより高い船舶の建造比率を 94％

とした。 

さらに、鉄道建設工事については、「建設リサイクルガイドライン」に従い、

建設リサイクル・廃棄物の削減対策などの取組みを推進した。 

これらの取組みに関して、「環境報告書２０１６」をホームページ等で公表

した。 
以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 
 
＜今後の課題＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・環境への配慮は着実に行われている。 
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書」を毎年作成し、

公表する。 

機構の環境対策へ

の取組状況や成果

を盛り込んだ「環境

報告書２０１６」を

作成し、ホームペー

ジ等を活用して、公

表する。 

に掲載した。 

また、共有船舶建造に

おいては、環境にやさし

い船舶の共有建造支援を

推進した。 

さらに鉄道建設工事等

については、国に準じて

定めた「建設リサイクル

ガイドライン」に従い、

建設リサイクル・廃棄物

の削減対策などの取組み

を推進した。 

これらの取組みに関し

て、国民に分かりやすく

周知する観点から、「環境

報告書２０１６」をとり

まとめ、ホームページ等

で公表し（平成２８年９

月）、関係機関や「鉄道フ

ェスティバル」で配布す

る等、機構が、鉄道・船

舶の建設・整備を通じて

地球環境にやさしい交通

ネットワークの構築に貢

献していることについ

て、ＰＲを実施した。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 
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業務実績等報告書様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

５．（２） 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  （２）人事に関す

る計画 

事業規模、事業

内容等業務の実情

に応じて必要な人

材を確保するとと

もに、各業務の進

捗に対応するべ

く、人員の適正配

置と重点的な運用

を行う。 

（２）人事に関す

る計画 

事業規模、事業

内容等業務の実情

に応じて必要な人

材を確保するとと

もに、業務量が増

加した繁忙部門に

必要な人員を重点

的に配置する等、

人員の適正配置と

重点的な運用を行

う。 

＜主な定量的指標

＞ 

・設定なし 

 

＜その他の指標＞ 

・設定なし 

 

＜評価の視点＞ 

中期計画における

所期の目標を達成

しているかどうか

等。 

＜主要な業務実績＞ 

現在及び将来の業務の円滑な遂行を見据え

て、新卒者を採用するとともに（３４名）、即

戦力として期待される社会人を採用した（４８

名）。 

また、定年退職者を引き続き雇用する再雇用

制度及び特定の事務所に勤務し定例・定型的事

務を行う職員を雇用する事務所限定職員制度

を活用するとともに再雇用期間満了者の嘱託

（常勤・非常勤）採用により必要な人材を確保

した。さらに、技術契約職員制度を導入した。 

採用等のほか、他機関からの出向者の受入

れ、他機関への出向している者の引揚げも行

い、各事業の工程、事業量等を勘案の上、業務

量に応じた適正な人員配置に努めた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：中期計画に

おける所期の目

標を達成してい

ると認められる

ため。 

 

＜課題と対応＞ 

・なし 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
年度の目標達成のため、現在及び将来の業務の円滑な遂行を見据えて、新

卒者（３４名）を採用するとともに、社会人（４８名）を採用し、また、定

年退職者を引き続き雇用する再雇用制度及び特定の事務所に勤務し定例・定

型的事務を行う職員を雇用する事務所限定職員制度を活用するとともに再雇

用期間満了者の嘱託（常勤・非常勤）採用により必要な人材を確保した。 
以上のことを踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとして

Ｂとしたもの。 

 
＜今後の課題＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
（外部有識者からの意見） 
・人事制度の着実かつ円滑な運用は評価できる。 

 
４．その他参考情報 
 特になし。 

 


